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１．はじめに

　中国の武漢市を震源地とした，新型コロナウ
イルスのパンデミック（世界的大流行）は，21
世紀の高度工業化社会と人類を震撼させてい
る。IT（情報通信技術）と AI（人工知能）の
発達に支えられた人類文明は，高度の繁栄をと
げ，大量のエネルギーと食糧の消費，医学の発
展により，14 世紀の黒死病（ペスト）の流行
をはじめとした感染症の大流行は，過去のもの
であると考えられてきた。しかし，冷静に数千
年間の世界の歴史を振り返ると，人類の歴史は，
感染症の歴史でもあった（図１参照）。
　人類は，狩猟・採集生活から，1 万年前の農
耕社会の成立により，定住生活を構築して以来，
感染症と共生しながら発展をとげてきた。歴史
的には，100 年に 1 度程度の割合で，感染症の
パンデミックが発生している。かねてから，感
染症の専門家からは，グローバル化した世界経
済において，途上国を震源地とした感染症の拡

大への懸念が示唆されてきた。そして，新型コ
ロナウイルスの感染拡大が現実のものとなっ
た。この半年間を超える新型コロナウイルスの
パンデミックと，ロック・ダウン（都市封鎖），
ヒトとモノの往来の停止，数多くのイベントの
中止，マイナス原油価格，100 年に１度ともい
える世界大恐慌以来の大不況等，世界中の人々
は，かつてない経験をしている。多くの読者の
方々も，歴史の教科書により，数多くの天然痘，
黒死病（ペスト）等の感染症流行の話は知って
いることと思う。14 世紀に欧州諸国に流行し
た黒死病（ペスト）によって，ドイツ，フラン
ス等の人口の３割が死亡し，多くの農村が壊滅
し，農業労働者を失って，中世封建制が崩壊し
た。15 世紀のコロンブスの新大陸発見ととも
に，スペイン人が持ち込んだ天然痘によって，
免疫を持たなかったメキシコのアステカ文明，
ペルーのインカ文明が滅亡した。多くの感染症
が，世界の歴史を変え，文明を滅ぼし，社会構
造を変革させてきた。日本も，奈良時代には，
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表１　感染症の歴史
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大陸から，天然痘が持ち込まれ，人口の３割が
死亡した。また，江戸幕府の鎖国政策に対して
開国を迫った黒船の来航により，コレラが流行
し，江戸の人口の３割程度が死亡している。感
染症が歴史を変えてきたということは，知識と
してはあっても，高度な現代文明に生きる，私
たちが，1918 年のスペイン風邪のような，ウ
イルスの感染拡大により，生命と日常の生活を
脅かされることとなると，１年前に考えた人は
いただろうか。いかに，IT 技術が進歩し，医
学が発展しているとしても，ヒトに感染しても，
８割の感染者は無症状もしくは軽症であり，無
症状でありながらも，新たなヒトに感染させる
という，感染拡大防止が難しく，ウイルスにとっ
ては，感染拡大に都合がよい，感染力と致死率
に未知な部分があるウイルスの誕生に対して，
21 世紀の人類文明は，まったくの無力である。
数多くあるコロナウイルスのうち，人間に感染
するものは，新型コロナウイルスを含めて，７
種類だけしかない。そのうちの３種類は，通常
の風邪を引き起こすウイルスであり，数日寝て
いれば，自然治癒する。これまでの６種類のコ
ロナウイルスについては，ワクチンが開発され
ておらず，主として，高齢者，基礎疾患のある
人を重症化させるコロナウイルスの誕生は，あ
る種の偶然といえる。改めて，人類も，自然界
の摂理のなかにいることを，人類が現在もって

いる科学技術だけでは，自然に逆らえないこと
を，謙虚に考える必要がある。
　ここで，2020 年の新型コロナウイルスの感
染拡大と，エネルギー，経済活動に与えるイン
パクト，シェール・ガス革命，シェール・オイ
ル革命との関係について考えてみる。もちろん，
人間の生命と経済活動のどちらを優先するかと
問われ，経済活動を優先すべきであるという人
は，政治的指導者，経済人にはいない。筆者も，
人命を第一に考えるべきであると思っている。
そのうえで，過去の感染症の歴史，経済活動へ
の打撃，国家の興亡を考えながら，これからの
国際エネルギー情勢，持続的な経済成長につい
て考察する。新たなウイルスが登場し，有効な
ワクチンも治療薬もなく，人類に免疫もない状
況においては，感染拡大を防止し，人間の健康
と生命を守るための唯一の方法は，ヒトとヒト
との接触を回避し，飛沫感染，接触感染を防ぐ
ために，ヒトとモノの動きを止め，ヒトとヒト
との接触につながること，ヒトの往来等の経済
活動を抑制することに尽きる。現代文明が，こ
れほど進歩しているとしても，行っていること
は，極めて前近代的である。20 世紀以降は，
食糧生産の増加，近代的なエネルギー消費技術
により，人類は，未曾有の繁栄をとげ，2020
年時点における世界の人口は，77 億人を超え
ている（図１参照）。
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図１　世界の人口の歴史
（出所：国連人口統計）



　21 世紀の半ばには，世界の人口は 100 億人を
超え，近代文明は，絶え間ない発展とエネルギー
消費の増加とともに，歴史上初めてともいえる
繁栄が続くものと，誰もが考えていた。そして，
陰鬱（Dismal）なオイル・ピーク論（世界の原
油生産量はピークを越え，原油価格は天文学的
に高騰するという理論）を大きく覆すことと
なった，米国のシェール・ガス革命，シェール・
オイル革命は，米国を再び世界最大の原油生産
国とし，人類に対して，貴重な石油・天然ガス
の供給源として，明るい未来を支える要因と考
えられてきた。しかし，１年前には予想もして
いなかった，2020 年に入ってからの新型コロナ
ウイルスの感染拡大が，世界の社会，経済を動
揺させている。そこで，新型コロナウイルスの
感染拡大と共鳴するシェール・ガス革命，シェー
ル・オイル革命の最新動向について考えていく。

２．世界を震撼させる新型コロナウイルス
　の感染拡大と減少する石油需要

　2020 年春以降における新型コロナウイルス
の感染拡大は，世界中の経済活動を停滞させ，
2020 年 5 月時点の世界の石油需要は，2,000 万
～ 3,000 万バレル / 日（b/d）程度減少し，第
2 四半期の国際石油需給は，大幅な供給過剰と
なった（図２参照）。
　ヒトとモノの動きを制限し，ヒトとヒトと
の接触機会を減らすことは，新型コロナウイ

ルスの感染拡大に大きな効果があるものの，
ヒトの往来を制限するロックダウン（都市封
鎖）は，自動車用ガソリン，航空機用ジェッ
ト燃料等の石油需要を大きく減少させる。世
界の石油需要の６割程度は，自動車，航空機，
船舶等の輸送用燃料として消費されており，
化石燃料のなかで，一番大きな打撃を受ける。
それに対して，発電用の燃料，粗鋼生産用の
原料として一定の需要が維持される石炭，発
電用燃料，都市ガス原料として利用される天
然ガスは，工場，オフィスの利用率の低下に
より，若干の需要減があるものの，巣篭もり
により，家庭用の電力需要は，むしろ増加する。
石油製品の１つであるジェット燃料は，世界
中の航空機における運行率の低下により，消
費量が大きく減少した（図３参照）。
　在宅勤務，テレワークの普及，イベントの開
催中止，海外出張の自粛等は，ヒトの往来を減
少させ，世界の石油需要は，2020 年４月に，2,900
万 b/d 程度が瞬間蒸発したと推計されている。
新型コロナウイルスの感染拡大への防止策は，
経済活動を停滞させ，1929 年の世界大恐慌以来
の 100 年に１度の不況に直面している。今回の
不況を，リーマン・ショック，東日本大震災と
比較する議論があるものの，リーマン・ショッ
クは，名門投資銀行であるリーマン・ブラザー
スの経営破綻による金融システムの崩壊であ
り，実体経済の打撃は大きくなく，金融政策に
より，景気回復をはかることができた。東日本
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図２　世界の石油需給

（出所：米国エネルギー情報局（EIA）統計）



大震災も，日本の局地的な被災であり，その他
の地域の経済活動は正常に続けられていた。そ
れに対して，新型コロナウイルスの感染拡大に
対する防止策としてのロック・ダウンは，世界
全体の経済活動を止める結果となり，最新の国
際通貨基金（IMF）による見通しにおいては，
2020年の世界経済の成長率は，マイナス4.9%と，
戦後最悪の不況となる（表２参照）。
　しかも，上記の見通しは，新型コロナウイル
スが，2020 年年末には収束することを前提とし
ており，第２波，第３波が来襲した場合には，
さらに下方修正される可能性がある。日本の場
合も，2020 年４月～６月期の実質 GDP（国内総
生産）成長率は，前期比マイナス 7.9%，年率換
算マイナス 28.1% と，戦後最低を記録している。

３．歴史上初めてのマイナス原油価格

　新型コロナウイルスの感染拡大による，未曾
有の世界経済の低迷，石油需要減少という状況
のもと，サウジアラビアをはじめとする OPEC

（石油輸出国機構）加盟国と，ロシアをはじめ
とする非 OPEC 加盟主要産油国による OPEC
プラスは，2020 年４月には，逆に原油生産量の
引き上げに動いた。2020 年３月５日のウィーン
の OPEC 臨時総会において，サウジアラビアの
主導のもと，ロシアの協調を条件に，150 万 b/
d の追加減産を 2020 年４月１日から３カ月間に
わたり実施する方向で合意が成立した。これは，
当初の 60 万～ 100 万 b/d の追加減産予測より
も踏み込んだ内容であり，2018 年 10 月から見
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表２　IMF世界経済見通し

（出所：IMF『世界経済見通し』，2020 年 6 月）
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図３　世界のジェット燃料消費量

（出所：米国エネルギー情報局（EIA）統計）



れば，合計 360 万 b/d もの減産となる。しかし，
翌日の 3 月 6 日のロシアを含めた OPEC プラス
の会合において，ロシアのノワク・エネルギー
相は，追加減産案を拒否した。①減産強化を行
わないばかりか，②従来の 170 万 b/d の協調減
産に加えて，サウジアラビアの自主的な減産 40
万 b/d を含めた 210 万 b/d に達する協調減産の
４月以降の延長も合意できず，サウジアラビア
をはじめとした OPEC 加盟国にとって，悪夢の
ような結果となった。2020 年４月から，主要産
油国は，自由に原油生産量の引き上げを行うこ
とが可能となり，石油需給緩和に歯止めがきか
なくなってしまった。当初は，サウジアラビア
のアブドルアジズ・エネルギー相は，2019 年
12 月に国内証券取引所において新規株式公開

（IPO）を果たした，サウジアラビアの国営石油
企業サウジアラムコの海外市場における IPO を
睨み，原油価格下支えを目指し，協調減産強化
を主導していた。しかし，ロシアとの協調減産

の合意が決裂すると，サウジアラビアは，一転
して減産から増産に舵を切り替え，３月 10 日
に原油生産量を，従来の 970 万 b/d から，2020
年４月に1,230万b/dに引き上げる強攻策に打っ
て出て，欧州向けの原油販売価格（調整金）を
引き下げ，ロシアとの生産競争に入った。
OPEC プラスは，原油価格の高値維持について
はある程度の合意が成立しているものの，協調
減産の幅と時期については，同床異夢にあり，
協調減産政策は迷走してきた（表３参照）。
　2020 年４月に入ってからは，米国，サウジア
ラビア，ロシアの三大産油国が，1,000 万 b/d
を超える，原油生産競争を開始し，国際石油需
給は，大幅な供給過剰状況となった。そのため，
国際指標原油となっている WTI（ウェスト・テ
キサス・インターミディエート）原油価格は，
2020 年４月 20 日に，ニューヨークの先物市場
において，1983 年の市場創設以来，歴史上初め
てのマイナス原油価格を記録した（図４参照）。
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表３　OPECプラスの協調減産の迷走

170 万 b/d の追加減産

OPECの臨時総会は 150万 b/d の協調減産と 2020 年末まで延長合意

150万 b/d の追加減産についてサウジアラビアとロシアの交渉決裂

OPECプラスは協調減産期限切れ，サウジアラビアは 1,230 万 b/d に増産

OPECプラスは再び協調減産に合意するものの 4月はフル生産

世界の石油需要は 2,900 万 b/d 程度減少

WTI 原油価格が歴史上初めてマイナス原油価格に

OPECプラスによる 970万 b/d の過去最大の協調減産

WTI 原油価格はプラスの価格を維持

OPECプラスは 7月 1日以降の協調減産維持

OPECプラスは 8月 1日以降の協調減産幅を 770万 b/d に縮小

日　付 協 調 減 産 概 要
2020 年 1月 1日

3月 5日

3月６日

３月 10日

４月９日

４月      

4 月 20 日

５月１日

５月 19日

６月９日

８月１日

（出所：各種新聞報道）
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図４　WTI原油価格（安値）

（出所：ニューヨーク商品取引所（NYMEX）統計）



カルな要因が挙げられる。WTI原油先物市場は，
北海ブレント原油先物市場と異なり，決済期日
には，先物の買い手は，原油という現物を受け
取る必要がある。原油価格の上昇を見込んで，
先物買いを行った投機資金は，原油の余剰感か
ら，貯蔵タンク，鉄道貨車，洋上備蓄タンカーが，
満杯に近づき，決済期日に原油を受け取っても，
原油を保管する場所がなくなってしまった。そ
こで，損失を覚悟して，原油を受け取ってもら
える買い手に対して，投げ売りを行った。いわ
ば，投機資金にとって持っている必要がない原
油の保管費用が，マイナス原油価格のテクニカ
ルな理由である。しかし，サウジアラビアをは
じめとした産油国の想定を超えた原油価格の暴
落は，原油価格に連動する液化天然ガス（LNG）
価格の暴落にもつながった。さらに，米国，豪
州等の新規 LNG プラントの稼働開始による輸
出量の増加に対して，中国，インド等が，フォー
ス・マジュール（不可抗力条項）を宣言し，
LNG 輸入を削減したことから，LNG も供給過
剰となり，2020 年４月における LNG スポット
価格も２ドル / 百万 Btu（英国熱量単位）割れと，
歴史的な低迷となっている。こうした原油価格
の暴落に危機感を抱いた，OPEC プラスの産油
国は，2020 年５月１日から，970 万 b/d という
過去最大の協調減産を実施し，2020 年 7 月以降
も延長した。OPEC プラスの協調減産に加えて，
原油価格の下落にともなって，米国のシェール・
オイルの生産量も減少し，OPEC プラス以外の
産油国の原油生産量も減少した。他方，需要面
においては，先進諸国も，経済活動の再開を徐々
に行っており，米国のガソリン需要も回復基調
にあり，WTI 原油価格は，2020 年８月時点まで，
40 ドル / バレル程度と，低位安定している（図
５参照）。
　先進国の経済活動の部分的な再開により，世
界の石油需要は回復してきていることから，
OPEC プラスも，2020 年８月１日から，協調減
産幅を 770 万 b/d に縮小したものの，世界の石
油需要増が吸収し，原油価格は安定している。

　2020 年４月 20 日の WTI 原油価格の終値はマ
イナス 37.63 ドル / バレル（最安値はマイナス
40.32 ドル）を記録した。直近の高値と比較する
と，100 ドル / バレル近い暴落となった。マイ
ナス 37.63 ドル / バレルという価格の意味は，
売り手が取引単位 1,000 バレルの原油とともに，
400 万円近い現金を買い手に渡すということで
あり，常識では考えられない異常な取引といえ
る。こうしたマイナス原油価格の発生という，
エネルギーの世界における異常な状況は，２つ
の要因が挙げられる。第１に構造的な石油需給
要因が挙げられる。新型コロナウイルスの感染
拡大に対して，有効なワクチン，治療薬が現時
点においてないことから，唯一の対策は，ヒト
とヒトの接触を減らすロック・ダウン（都市封
鎖）であり，ヒトとモノの動きが止まった。石
油の消費の６割程度は，輸送用燃料が占めてお
り，ヒトの往来が止まったために，自動車用の
ガソリン消費，航空機用のジェット燃料消費が，
急速に減少した。2020 年４月の世界の石油需要
は，2,000 万～ 3,000 万 b/d 程度減少した。これ
だけの石油需要の瞬間蒸発に対して，大産油国
サウジアラビアとロシアは，新型コロナウイル
スの影響を楽観的に考えていた。協調減産を
行って，原油価格を下支えしても，米国のシェー
ル・オイル企業に，市場シェアを奪われるだけ
との懸念も働き，OPEC プラスの 2020 年３月の
会合において，日量 150 万バレルの協調減産交
渉が決裂した。2020 年４月から，従来の OPEC
プラスによる協調減産は，期限切れとなり，産
油国は，原油をフル生産して，サウジアラビア
は，上述のように，970 万 b/d から，原油備蓄
の取り崩しと原油生産量の増加により，総供給
量を 1,230 万 b/d に引き上げた。新型コロナウ
イルスの感染拡大によって，世界の石油需要が
大きく減少していたことから，2020 年４月の世
界の石油需給は，1,500 万 b/d 程度の供給過剰と
なり，米国をはじめとした先進国の石油在庫は
積み上がり，陸上だけではなく，洋上備蓄のた
めにタンカーの備蓄も増加し，タンカー運賃も
高騰した。第２に WTI 原油先物市場のテクニ
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４．米国のシェール・オイルの生産量は
　2020 年年初までは順調に増加

　米国におけるシェール・オイルの生産量の増
加が顕著となって，10 年が経過する。米国の
シェール・オイルの生産量は，順調に増加して
きた（図６参照）。
　これまでも，米国のシェール・オイルの生産
については，原油価格が低迷するたびに，①
シェール・オイル生産の中心となっている中
堅・中小石油企業の財務体質が脆弱であり，②
金融機関の融資審査が厳格となり，③資金調達
のための低格付け社債（ジャンク・ボンド）の
利回りが上昇する，等により経営破綻する企業

が相次ぎ，生産量が減少するという見方があっ
た。しかし，第１に，多くのシェール・オイル
生産企業は，自己資本が手厚く，内部資金に
よって，新規油田の開発を行っていることか
ら，金融機関が融資に慎重になっても，資金繰
りに困らないこと。第２に，経営破綻して，連
邦破産法第 11 条（チャプター・イレブン）を
申請しても，かえって，債務が整理され，財務
体質を強化して，シェール・オイル生産を続け
ることが可能なこと。第３に，AI を活用して，
地 下 の 構 造 解 析 を 精 緻 化 し， 水 圧 破 砕

（Fracturing）の技術を向上させ，水平掘削
（Horizontal Well）の頁岩（けつがん）への接
触面積を増やすことにより，バッケン・シェー
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ル・オイル油田，イーグル・フォード・シェー
ル・オイル油田，パーミアン・シェール・オイ
ル油田というビッグ・スリーをはじめとして，
シェール・オイル生産の１井戸当りの生産性を
向上させている（図７参照）。
　第４に，深度 3,000 メートル程度の井戸の掘
削期間を，従来の数週間程度から，数日間程
度に短縮し，新規油田の投資額を削減し，
シェール・オイル開発の総コストを圧縮し，
１バレル当りのシェール・オイルの生産コス
トを大きく引き下げている。2020 年９月時点
においては，シェール・オイルの生産コストは，
30 ～ 35 ドル / バレル程度と推計され（図８参
照），WTI 原油価格が，40 ドル / バレル程度
であるならば，販売管理費，人件費を含めても，
シェール・オイル生産企業は，利益を挙げら
れる状況にある。ただし，米国のシェール・

オイルの生産コストは，鉱区によって，異なっ
ており，パーミアン鉱区は，頁岩の深度が浅く，
生産コストが安価であるものの，ニオブララ
鉱区等は，生産コストが割高となっており，
原油価格の下落への耐久力に差があることに
留意する必要がある。
　2020 年６月以降，WTI 原油価格が 40 ドル /
バレル程度を回復してからは，パーミアン鉱区
を中心に，米国のシェール・オイルの生産活動は，
徐々に活発化している。その意味においては，
米国のシェール・オイルの底力は，サウジアラ
ビア，ロシアが考えている以上に，力強いとい
える。これまでも，2014 年と 2020 年に，サウ
ジアラビアは，原油生産競争を仕掛け，原油価
格が下落するならば，生産コストが割高な，米
国のシェール・オイル企業が，市場から撤退す
ると考え，2014 年には米国のシェール・オイル
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図 7　新規の１井戸当たりのシェールオイル生産量

（出所：EIA 統計）



とサウジアラビアの陸上油田との消耗戦が始ま
り，WTI 原油価格は，2014 年の 107 ドル / バ
レルから，2016 年には 26 ドル / バレルまで下
落した。2020 年３月も，サウジアラビアとロシ
アが，協調減産を放棄し，原油生産量を増加させ，
原油価格が下落するならば，米国のシェール・
オイル生産企業が脱落すると考えていた。確か
に，油田ごとの生産コストを比較するならば，
サウジアラビアの陸上油田の生産コストは 2.8
ドル / バレル程度，中東産油国全体でも 10 ド
ル / バレル程度，米国のシェール・オイルの生
産コストと比較して圧倒的なコスト競争力があ
る。しかし，米国のシェール・オイル生産企業と，
中東の産油国国営石油企業との間に生産コスト
の差があるとしても，中東産油国の多くは，所
得税がなく，小学校から大学までの教育費は無
料，ガソリン等に多額の補助金を出し，国民の
半分は公務員というかたちで，手厚い社会保障
を行っている。加えて，中東産油国においても，
新型コロナウイルスの感染拡大が続いており，
新型コロナウイルス対策の費用もかかり，多く
の中東産油国の財政を均衡させる原油価格は，
60 ドル / バレルを超えている（図９参照）。
　それに対して，米国のシェール・オイル生
産企業は，WTI 原油価格が 40 ドル / バレル程
度であるならば利益が出る。つまり，WTI 原
油価格が，40 ドル / バレルを割り込むと，中
東産油国国営石油企業自身は利益が出るとし
ても，中東産油国そのものの財政が行き詰ま
り，サステイナブル（持続可能）ではない。
中東産油国の国営石油企業の利益がでる原油

価格と，米国のシェール・オイル生産企業の
利益がでる原油価格を比較するのではなく，
中東産油国の財政が均衡する原油価格と，米
国のシェール・オイル生産企業の利益がでる
原油価格を比較すると，圧倒的に米国のシェー
ル・オイル生産企業に，コスト競争力がある。
そのため，米国の原油生産量の７割程度を占
めるシェール・オイルの生産量は増加し，米
国の原油生産量は，2020 年３月 13 日には，1,310
万 b/d と，過去最高を記録している。上述の
ように，米国における１井戸当りの生産性の
向上により，2019 年までは，米国の原油生産
量は，順調に増加し，1970 年代を超えて，過
去最高の生産量を更新している（図 10参照）。
　BP 統計で比較すると，米国の原油生産量は，
2008 年の 6,783 千 b/d から，2019 年の 17,045
千 b/d へと，1,000 万 b/d も増加しており，こ
れは，OPEC 加盟国の原油生産量第２位，第３
位のイラク，イランの合計よりも多く，原油生
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図 10　米国の原油生産量推移
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産量第１位のサウジアラビアに匹敵する，原油
生産量であり，この 10 年間のシェール・オイ
ル革命により，サウジアラビアに匹敵する，
OPEC 加盟国が，１カ国分登場したことを意味
する。これは，国際石油市場と OPEC 加盟国
にとって，大きな脅威といえる。米国において
は，現時点においても，未開発のシェール・ガ
ス構造，シェール・オイル構造が多いと見込ま
れ，AI を用いた地質構造解析技術の進歩によ
り，2050 年に向けて，米国のシェール・ガス，
シェール・オイルの生産量は，増加を続けるこ
とが見込まれている（図11参照）。

５．短期的には新型コロナウイルスの打撃
　を受けるシェール・オイル

　これまで順調に増加を続けてきた，米国の
シェール・オイルとシェール・ガスの生産は，

短期的には，新型コロナウイルスの感染拡大に
ともなう石油需要の減少，原油価格の下落の打
撃を受けている。原油価格の暴落により，シェー
ル・オイルの生産活動を見合わせる企業が相次
ぎ，米国の原油生産量は，2020 年６月 12 日に
は 1,050 万 b/d と，ピーク時から 200 万 b/d 以
上も，減少している。従来は，シェール・オイ
ルの生産量について強気の見通しを行ってい
た，米国の EIA も，新型コロナウイルスの感
染拡大の影響が，2021 年以降も続くと予測し
ており，米国の原油生産量は，1,200 万 b/d を
割り込むと見込まれている（図12参照）。
　WTI 原油価格の下落，米国のガソリン需要，
ジェット燃料需要の減少により，シェール・
オイル生産企業の一部は，経営破綻するとこ
ろもでてきており，シェール・ガス開発の先
駆的な存在であった，チェサピークも，2020
年６月 28 日に連邦破産法第 11 条（日本の民
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図 11　米国のシェール・オイル生産量（左）とシェール・ガス生産量（右）の見通し

（出所：EIA 統計）

図 12　米国の原油生産量見通し

（出所：EIA 統計）



事再生法に相当）の適用申請を行い，経営破
綻している。チェサピークは，シェール・ガ
ス革命の象徴的な企業であり，天然ガス価格
の下落が，資金繰り難を引き起こしたが，こ
れほどの名門企業が経営破綻したことに，多
くのエネルギー専門家は，驚愕している。そ
の他にも，20 社程度が，原油価格，天然ガス
価格の下落により，経営破綻している。他方，
原油価格の下落によって，シェール・オイル
生産企業が経営破綻する状況において，シェー
ル・オイル生産企業の価値が底値とみて，
シェール・オイル権益の取得，シェール・オ
イル生産企業買収の好機ととらえ，シェブロ
ンは，ノーブル・エナジーを買収しており，
シェール・ガス，シェール・オイルに関連して，
統合・再編の動きが加速することが考えられ
る（表４参照）。
　もっとも，シェール・ガス生産企業の経営

破綻は，連邦破産法第 11 条の適用により，既
存の過剰な債務を整理し，財務体質を強靭な
ものとし，シェール・ガス生産，シェール・
オイル生産を続けられることから，長期的に
みると，米国のシェール・ガス生産量，シェー
ル・オイル生産量を大きく減少させることに
はならないことに留意する必要がある。チェ
サピークも，連邦破産法第 11 条適用申請後も，
シェール・ガス生産を順調に続けている。そ
の意味においては，サウジアラビアが期待し
ていたように，米国のシェール・オイル生産
企業が，経営破綻しても，米国のシェール・
オイルの生産量は，大幅に減少せず，サウジ
アラビアの陸上油田だけが，勝ち残る結果と
はならないのである。
　また，原油価格の下落に伴い，新たなシェー
ル・ガス田，シェール・オイル油田の開発活
動も停滞しており，リグ（新規油田開発のた
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年　月 概　要

2016 年 1月

2月

2月

3月

4月

4月

4月

6月

6月

6月

9月

9月

12月

2017 年 1月

2018 年 2月

3月

3月

6月

7月

7月

2019 年 5月

5月

8月

12月

2020 年 4月

5月

6月

7月

9月

米国のシェール・オイル輸出開始

シェニエールがシェール・ガスを原料としたＬＮＧ輸出開始

エクソンモービルが 120億ドルの社債発行計画，シェール権益取得

グッドリッチ・ペトロリアムが利払い延期

BPが中国のCNPCと四川省のシェール・ガス開発で提携

グドリッチ・ペトロリアム，エナジーＸＸⅠが経営破綻

エクソンモービルが 60年ぶりにトリプルＡから格下げ

パイオニア・ナチュラル・リソーシズがパーミアン鉱区を取得

マラソンがオクラホマ州スタック鉱区を取得

東京ガスがイーグルフォード鉱区を取得

カナダのエンブリッジが，パイプライン企業スペクトラ・エナジーを 280億ドル買収

トタールがバーネット鉱区を追加取得

三井物産が米国ペンシルバニア州のシェール・ガス権益を 240億円で売却

エクソンモービルが，パーミアンのシェール・オイル鉱区を 66億ドルで買収

エクソンモービルが米国国内のシェール・ガス，シェール・オイル開発に 5年間 500億ドル投資

国際石油開発帝石がカナダのシェール・ガス事業で 760億円の減損計上

丸紅が米国のシェール・ガスとシェール・オイルの権益売却

大阪ガスがテキサス州でシェール・ガス権益を取得

住友商事が米国テキサス州のシェール・オイル権益を 50億円で取得

BHPビリトンが米国シェール事業をＢＰ等に 108億ドルで売却

シェブロンとオキシデンタルがアナダルコの争奪戦，オキシデンタルが買収

サウジアラムコが，シェール・ガスを原料としたＬＮＧ権益を 25%取得

BPがアラスカ事業を売却し，シェール・オイル開発投資

シェブロンがアパラチア鉱区等のシェール・オイル油田の 100億ドルの減損計上

中堅石油企業のホワイティング・ペトロリアムが経営破綻

エクソンモービル，シェブロンがパーミアン鉱区の開発投資を縮小

名門石油企業チェサピークが連邦破産法 11条の申請

シェブロンがノーブル・エナジーを 50億ドルで買収することを発表

住友商事がマーセラスのシェール・ガス権益を売却

表４　シェール・ガス，シェール・オイルの新たな動き（2020年）



めの掘削装置）の稼働数も大幅に減少してい
る（図 13参照）。
　ただし，リグ稼働数についても，条件の良い，
経済性がある，シェール・オイル油田の開発に
絞って，井戸を掘削しており，１井戸当りの生
産性は，向上している。また，原油価格が低迷
し て い る 場 合 に は，DUC（Developed but 
Uncompleted：井戸を掘削しているものの，坑
井仕上げを行っていない油田，一種の在庫のよ
うな掘削済みの油田といえる）の後仕上げを行
い，低コストで，シェール・オイルの生産を開
始できることから，リグの稼働数が減少してい
るとしても，米国のシェール・オイル，シェー
ル・ガスの生産量は，維持することが可能であ
る。このように考えると，米国のシェール・オ
イル生産企業は，多くのエネルギー専門家が考
えている以上に，底力を持っているといえる。

６．米国のシェール・ガス革命はLNGの
　国際市場にも拡大

　地下の硬い岩盤であるシェール（頁岩）に
含まれる石油・天然ガスの成分の採取は，まず
天然ガスの開発から始まった。その理由は，天
然ガスの粒のほうが，原油の粒よりも小さく，
経済的な採取が容易であったからである。ま
ず，革命は，シェール・ガスから始まった。こ
のシェール・ガス革命により，米国の天然ガス
生産量は，大きく増加している（図 14参照）。
　米国の天然ガス生産量は，2005 年を底に，
急速に増加している。米国は，ロシアを抜い
て世界最大の天然ガス生産国となり，米国は，
国内において使い切れない天然ガスを LNG と
して輸出する計画が始まった。米国は，2008
年時点までは，天然ガス生産の伸び悩みから，
中東，豪州等の LNG を輸入する構想を持って

− 12 − 季報エネルギー総合工学

図 13　米国のリグ稼働数推移（2013 年〜 2020 年）

（出所：ベーカー・ヒューズ社統計）
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ている（図 15参照）。
　北米における LNG 輸出プロジェクトは，
2016 年以降も，新規のプロジェクトが次々と
計画されており，米国の LNG 生産能力は，
2020 年に年間 6,800 万トンに達し，2022 年には，
カタール（年間 LNG 生産能力 7,700 万トン）
を抜いて，世界最大の LNG 輸出国となること
が見込まれている。既に，米国は，2019 年時
点において，LNG の輸出量は，カタール，豪
州に次いで，世界第３位の LNG 輸出国に躍進
している（図 16参照）。
　米国の LNG 輸出量は，シェール・ガスの生
産量増加ともに，拡大基調にある（図 17参照）。
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おり，米国メキシコ湾沿いに，多数の LNG 受
入基地を建設していた。しかし，米国のシェー
ル・ガスの生産が増加し，LNG 受入基地を転
用して，LNG 液化基地を建設する構想が次々
と立ち上がった。LNG とは，天然ガスをマイ
ナス 162℃まで冷却して，液化して，体積を
600 分の 1 とし，海外に輸出するが，極低温の
液体を扱うプラントとして，受入基地を液化
基地に切り替えることは，グリーン・フィー
ルド（利用できる敷地，設備がない状況）から，
プラントを建設するよりも，投資コストが小
さくてすむ。米国国内において余剰となった
シェール・ガスを原料とした LNG プロジェク
トは，北米全体において多数稼動，建設され

第 43 巻 第３号（2020）

図 15　米国の LNGプロジェクト例

（出所：石油天然ガス・金属鉱物資源機構）
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図14　米国の天然ガス生産量推移
（出所：BP 統計 2020 年６月）



７．米国のＬＮＧ輸出は世界最大の LNG
　輸入国日本にも恩恵

　米国のシェール・ガスを原料とした LNG 輸
出の増加は，日本にも恩恵を与えている。日本
は，世界最大の LNG 輸入国であるが，日本が
輸入する LNG の８割程度は，長期契約，原油
価格連動，仕向け地条項という契約となってい
る。つまり，実際のアジア大洋州における
LNG 需給に関係なく，石油の代わりとして
LNG を利用しているという根拠から，原油価
格に連動して，LNG 購入価格が決められ，原
油価格が 40 ドル / バレルの場合には，６ドル
/百万Btu程度となる。これは，米国のヘンリー・
ハブ渡しの天然ガス価格２ドル / 百万 Btu と比
較して，かなり割高といえる。さらに，仕向け

地条項により，決められた場所において，LNG
を受け取る必要があり，転売を行うことができ
ない。そのため，より割高な価格で LNG を購
入する買い手がいるとしても，ディーリングに
より利益を挙げることができない。それに対し
て，米国のシェール・ガスを原料とした LNG
の価格は，米国のルイジアナ州ヘンリー・ハブ
渡しにおける天然ガス価格の 115% を基準に，
液化コストと船賃を上乗せするスキームとなっ
ており，LNG 価格に透明性がある。さらに，
仕向け地条項がなく，転売が自由であることか
ら，その時の市況によって，より割高に購入し
てくれる買い手に，米国産 LNG を転売し，
ディーリング益を挙げることが可能となる。日
本は，東京電力と中部電力が提携した㈱ JERA
が，2017 年に，シェール・ガスを原料とした

− 14 − 季報エネルギー総合工学

図 17　米国の LNG輸出量
（出所：EIA 統計）

図 16　国別 LNG輸出量（2019 年）

（出所：国際 LNG 輸入者協会統計）



米国産 LNG の輸入を開始し，自由な契約形態
である米国産 LNG の輸入量は，増加基調にあ
る（図 18参照）。日本の電力企業，都市ガス
企業，総合商社は，シンガポール等に，LNG
のディーリングの拠点をおきはじめている。将
来的には，余剰な LNG を利用して，ディーリ
ング益を挙げることが可能となる。米国からの
シェール・ガスを原料とした LNG 輸入を増加
させることによって，LNG 調達源を多様化し，
LNG の地政学リスクを小さくすることが可能
であるとともに，LNG の価格決定スキームを
複数もつことにより，市況状況によって，原油
価格連動 LNG，スポット LNG，ヘンリー・ハ
ブ基準 LNG を機動的に購入する手法を駆使し
て，より割安かつ効率的な LNG 輸入が可能と

なってくる。

８．短期的には先送りが始まる米国 LNG
　プロジェクト

　ただ，短期的には，LNG のスポット価格の
下落，米国のヘンリー・ハブ渡しの天然ガス
価格の下落により，米国の新規ＬＮＧ輸出プ

ロジェクトには，逆風は吹いている。米国，
豪州等の相次ぐ LNG プロジェクトの稼働によ
る LNG 供給増に対して，2020 年の冬場が暖冬
であり，LNG の暖房需要が減少したうえに，
新型コロナウイルスの感染拡大により，経済
活動が停滞したことから，LNG の需要が減少
し，2020 年４月下旬のアジアにおける LNG ス
ポット価格は，1.825 ドル / 百万 Btu と，史上
最低を記録した。この価格では，米国の新規
LNG プロジェクトは，利益を挙げることがで
きず，2020 年に入ってからは，米国のシェール・
ガスを原料とした，新規 LNG プロジェクトか
らの撤退，FID（最終投資決定）が先送りされ
る例が続いている（表５参照）。
　もっとも，単位熱量当りの炭酸ガス排出量
が，石炭の半分程度であり，硫黄酸化物，窒
素酸化物の排出量も少ない天然ガスは，21 世
紀における地球環境保護の切り札として期待
されており，LNG は，最終目的（Destination）
のエネルギーとして，世界の LNG 需要は，
2040 年には年間８億トンを超えることが見込
まれている（図 19参照）。
　世界のLNG需要の増加ともに，米国のシェー

− 15 −第 43 巻 第３号（2020）

表５　北米の新規 LNGプロジェクトの見直し

シェニエール

ロイヤル・ダッチ・シェル

センプラ

テルリアン

プロジェクト名 概　要
コーパスクリスティー LNG

レイクチャールズ LNG

ポート・アーサー LNG

ドリフトウッド LNG

企業名
2020 年 2月，2021 年への FID 延期を決定

2020 年 3月，事業から撤退

2020 年 5月，FID を 2021 年に延期

2020 年 6月，FID を 2021 年に延期

（出所：各種新聞報道）

図18　日本の国別LNG輸入量（2019年）

（出所：国際 LNG 輸入者協会統計）



ル・ガスを原料とした LNG は，ますます重要
性を強めることは間違いない。

９．シェール・ガス革命，シェール・オイル
　革命は米国の政治・外交の変革に

　米国のシェール・ガス革命，シェール・オイ
ル革命は，米国のエネルギー立国をはじめとし
て，国際エネルギー市場のパワー・バランスに
変化を与えただけにとどまらない。米国の大統
領選挙，米国の外交政策にも大きな影響を与え
ている。2020 年９月時点において，シェール・
ガス革命，シェール・オイル革命は，米国をは
じめとした北米大陸においてのみ実現したエネ
ルギー革命といえる。しかし，世界最大の石油・
天然ガス消費国である米国において，シェール・
ガスの生産量の増加，シェール・オイルの生産
量の増加は，玉突き的に，国際エネルギー情勢
にインパクトを与える。米国は，2019 年に，
石油，石炭，天然ガスのすべてについて，純輸
出国となった（図20参照）。
　米国は，1957 年以来，62 年ぶりに，エネルギー
生産が，エネルギー消費を上回り，エネルギー
を外国に依存する必要がなくなった。米国は，
これまで中東の石油を守るために，湾岸戦争，
イラク戦争を主導してきた。これは，米国が，
中東の石油に依存する必要があったからであ
り，中東からの石油の安定的な調達は，米国
の安全保障にとって，極めて重要だったから

− 16 −

である。しかし，シェール・ガス革命，シェー
ル・オイル革命により，米国が，中東の石油
を必要としなくなると，米国は，多額の軍事
費を投入し，多くの米軍兵士の生命を危険に
さらしてまで，中東の安全保障に責任を持つ
必要がなくなる。現時点においては，米国第
５艦隊は，バーレーンに司令部をおいて，ペ
ルシャ湾の安全保障を担っているが，中東の
石油を輸送するシーレーン防衛に関して，
2019 年６月に，日本の石油タンカーが，ホル
ムズ海峡付近で攻撃を受けた際には，米国ト
ランプ政権は，中東の石油に依存する国は，
自らの資金的，人的負担によって，安全を守
るべきであるという趣旨の発言をしている。
米国の原油・石油製品純輸入量は，2005 年の
12,549 千 b/d から，2019 年には 670 千 b/d まで，
1,200 万 b/d も減少している（図 21参照）。

季報エネルギー総合工学

図20　日本の国別LNG輸入量（2019年）

（出所：EIA 統計）
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図19　世界のLNG需給見通し（2020年9月見通し）

（出所：EIA 統計）



　米国の石油純輸入量の減少は，サウジアラ
ビアの原油生産量を上回っており，国際石油
貿易において，これだけの原油・石油製品輸
入が減少すると，原油価格の下落要因となる
とともに，米国がエネルギーの国内自立によ
り，外国からの原油輸入，LNG 輸入の必要が
なくなると，自由貿易を守ることへの関心が
低下し，内向きの保護貿易に向かう要因とな
る。また，中東の安全保障への関心が低下す
ることから，イランへの敵対姿勢を強め，米
軍が内戦の続くシリアから撤退し，中東情勢
が混乱化するリスクを気にしなくなる。さら
には，トランプ大統領は，米国大統領選挙に
おける，キリスト教福音派の支持を強固なも
のとし，ユダヤ人による政治的，資金的な支
援を期待して，イスラム教徒を敵に回すリス
クをとってまで，歴代米国大統領が自制して
きた，エルサレムをイスラエルの首都と認定
し，第３次中東戦争において，イスラエルが
占領したシリアのゴラン高原の主権を，2019
年３月にトランプ大統領が認めた。こうした
動きは，国際社会，イスラム教世界との緊張
化につながるものの，米国国民の３割近くに
達するキリスト教福音派の人々は，ユダヤ人
国家イスラエルの繫栄を，強く支援しており，
2020 年９月には，イラン敵視政策で意見が一
致するアラブ首長国連邦（UAE），バーレーン
が，トランプ大統領の仲介のもと，イスラエ
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ルと国交を樹立した。こうした動きも，アラ
ブ世界，イスラム教世界の混乱を引き起こす
リスクをとってまで，キリスト教福音派，ユ
ダヤ人ロビーの支持を強固なものとしたいト
ランプ大統領の選挙戦略であり，シェール・
オイルの生産量増加により，中東産原油の供
給途絶を気にすることなく，トランプ大統領
の中東政策の自由度が増した結果といえる。
そもそも，2016 年の大統領選挙においてトラ
ンプ政権が誕生した原動力は，シェール・ガ
ス革命，シェール・オイル革命に他ならない。
シェール・ガス革命により，米国の天然ガス
生産量が増加し，天然ガス火力発電が増加し，
コスト競争力で劣る石炭火力発電が減少を続
けている。米国の石炭生産量は，1978 年以来
の低水準に落ち込んでいる（図 22参照）。
　米国の天然ガス価格が，4.1 ドル / 百万 Btu
を下回ると，天然ガス火力発電のほうが，石
炭火力発電よりも，発電コストが安価となる。
米国の天然ガス価格は，数年以上にわたって，
２ドル / 百万 Btu 台に低位安定しており，か
つて電力の５割を占めていた石炭火力発電は，
３割を割り込んでいる（図 23参照）。
　加えて，石炭は，炭酸ガス排出量が多く，
地球温暖化，大気汚染の元凶とされている。
こうした状況において，トランプ大統領は，
石炭の消費による地球温暖化はなく，石炭産
業を育成し，石炭労働者の雇用を守るという
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図21　米国の原油・石油製品純輸入量の推移

（出所：EIA 統計）



救いの手をさしのべ，共和党の支持基盤であ
る石炭産業の白人労働者の熱狂的な支持を得
ている。2019 年 11 月には，国連に対して，地
球温暖化対策の世界的な枠組みであるパリ協
定からの離脱を通告し，大統領選挙再選に向
けて，石炭産業保護の姿勢を明確にしている。
つまり，米国における石炭消費量の減少は，
シェール・ガス革命によって，天然ガス火力
発電が石炭火力発電に対して，経済的に優位
に立ったことが本質であるものの，シェール・
ガス革命により，苦境にあった白人の石炭労
働者の支援に動き，トランプ大統領は，大統
領選挙勝利の原動力とした。

　また，テキサス州をはじめとした産油州も，
共和党の支持基盤であるが，トランプ大統領
は，環境保護を重視する民主党とは反対に，
シェール・ガス開発，シェール・オイル開発
に係わる環境規制を見直し，米国の石油企業
が，より自由にシェール・ガス開発，シェール・
オイル開発を行うことが可能となるようなエ
ネルギー政策を行っている。トランプ大統領
の政策は，化石燃料の消費による地球温暖化
はなく，石油，石炭の生産と消費を促進する
ことにある（表６参照）。

図23　米国の電源別発電量シェア
（出所：EIA 統計）
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図22　米国の石炭生産量

（出所：EIA 統計）



10．シェール・ガス革命，シェール・オイル
　革命は21世紀を変革する

　上述のように，シェール・ガス革命，シェー
ル・オイル革命は，エネルギーの世界にとど
まらず，米国の国内政治，外交政策にも多大
なインパクトを与えてきた。新型コロナウイ
ルスの感染拡大に起因する原油価格の暴落に
あたっても，トランプ大統領は，OPEC プラ
スに対して，協調減産を呼びかけ，原油価格
の下落により苦境にあった，米国のシェール・
オイル生産企業を擁護する外交を展開してき
た。今後のシェール・ガス開発，シェール・
オイル開発には，2020 年 11 月の大統領選挙の
結果が，大きな影響を与えるであろう。民主
党のバイデン候補は，パリ協定への復帰を主
張し，シェール・ガス開発，シェール・オイ
ルの開発にあたっての水圧破砕が，地震誘発，
水質汚染を発生させるリスクを強調し，シェー
ル・オイルの開発への規制強化を行うことが
予想される。それに対して，トランプ候補が
再選されるならば，シェール・ガス開発，シェー
ル・オル開発の環境規制は緩和され，米国の
貿易収支改善のために，シェール・オイル，
LNG の輸出が奨励されることとなる。2020 年
９月時点の世論調査においては，民主党のバ
イデン候補が優勢であるものの，トランプ大
統領の再選の可能性が高いとする見方も多い。

なぜならば，４年前の大統領選挙の際も，対
抗するクリントン候補のほうが，世論調査に
おいて，リードしていたものの，実際には，
トランプ候補が勝利した。それは，トランプ
大統領の移民排斥，白人労働者の雇用保護，
保護貿易主義，パリ協定離脱等の，やや極端
な主張は，良識ある白人知識人層が，世論調
査で，表立って評価しないものの，有権者の
過半数を占める白人にとっての１つの「本音」
を表現しているからといえる。100% 確実に，
石油，石炭の消費によって，地球温暖化，巨
大なハリケーンが発生しているといえるのか。
シェール・ガス，シェール・オイルの開発が，
環境破壊をもたらしているのか。やはり，人
件費の安価な移民が，白人の雇用を奪ってい
るのではないか。トランプ大統領によって，
シェール・オイルの生産により，安価なガソ
リンを消費することが可能となり，南部の産
油州の石油産業は繁栄し，株価が上昇したこ
とは間違いない。国際エネルギー機関（IEA）
によると，世界の石油消費は，１億 b/d を超
えることが見込まれている（図 24参照）。
　世界の石油需要が堅調に増加した場合，米
国のシェール・オイルの生産量増加は，国際
的なエネルギーの安定供給にとって，極めて
重要な意味を持つ。また，シェール・ガス，
シェール・オイルの存在は，石油・天然ガス
の地政学リスクをミニマイズするとともに，
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シェール・オイル

シェール・ガス

油田開発

パイプライン

石炭

エネルギー全般

原油価格

新型コロナウイルス対策

自動車

気候変動

再生可能エネルギー

環境保護庁

項　目 概　要

連邦保有地の開発規制緩和

水圧破砕の規制緩和

油田開発時のメタン排出規制緩和

原油・天然ガスを輸送するパイプライン規制緩和

オバマ前大統領によるCPPを見直し

米国のエネルギー自立により雇用を創出する

石油業界支援のためOPECプラスに働きかけ

経済活動の再開に重点

燃費規制を緩和

2019 年 11月 4日にパリ協定の離脱を通告

自由経済における市場性重視

炭酸ガス排出規制を見直し

表６　シェール・ガス，シェール・オイルの新たな動き（2020年）

（出所：各種新聞報道）



原油価格の安定化にも寄与する。世界の人々
は，安価で豊富な石油と天然ガスを利用でき
る。ただし，新型コロナウイルスの感染拡大が，
どのようにシェール・オイルと共鳴するのか。
今後の動きに注視する必要はある。新型コロ
ナウイルスの感染拡大により，在宅勤務，テ
レワークが拡大し，通勤，出張，海外旅行等
の輸送用燃料の需要が減少し，世界の人々の
行動様式が変化し，石油需要のピークは，
2019 年 と な っ て し ま う 可 能 性 が あ る と メ
ジャー（国際石油資本）の１つである BP は，
2020 年９月に予想している。石油だけではな
く，再生可能エネルギーを含めた総合エネル
ギー企業に，BP は変貌することを表明してい
る。おりしも，本論を執筆中に，トランプ大
統領が，新型コロナウイルスに感染したとい
う報道が世界を震撼させている。地球温暖化
はない。新型コロナウイルスは，ただのイン
フルエンザだと主張し，欧州諸国の環境保護
派の人々から反発を受けていたトランプ大統
領自身が，新型コロナウイルスに感染した。
新型コロナウイルスの感染拡大が，1 カ月後に
迫った大統領選挙にどのような影響を与える
のか。米国のシェール・ガス革命，シェール・
オイル革命は，コロナ後の世界とどのように
共鳴するのか。モノを所有しないシェアリン
グ・エコノミー展開，インターネット通販の
普及，レジ袋の有料化，廃棄プラスチック削
減への世界的な動き，テレビ会議をはじめと
した IT の発展という状況のもと，アジアをは
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図24　世界の石油需給見通し

（出所：IEA『世界エネルギー見通し』，2019 年 11 月）

じめとした世界中の人々が，大量の石油化学
製品を消費し，自動車を保有し，海外旅行を
目的に航空機に乗ることによって，従来の延
長線上にのって世界の石油消費量が増加し，
米国のシェール・ガス，シェール・オイルの
生産量増加が，エネルギー安定供給に寄与す
るという楽観的なシナリオを，コロナ後には，
見直す必要があるのかもしれないのである。



１．はじめに

　出力変動が大きい太陽光発電や風力発電な
どの再生可能エネルギー（再エネ）の導入拡大
に伴い，蓄エネルギー（蓄エネ）技術導入の必
要性が急速に拡大している。特に，再エネの余
剰電力の発生に起因する電力の需給バランス
の調整を目的として，数時間～日単位で充電
と放電を繰り返すことができる蓄エネ技術の
導入の必要性が高まっている。貯蔵するエネ
ルギーメディアの形態に応じて，蓄電池，水素，
揚水発電，蓄熱，圧縮空気貯蔵，フライホイー
ルなど，様々な蓄エネ技術があるが，電気を

「熱」として貯める「カルノーバッテリー」と
呼ばれる新たな技術が注目されている。
　カルノーバッテリーは，再エネ由来の電力
の余剰あるいは変動が大きく使用困難な部分
を高温の熱に変換し，その熱を中規模～大規
模の蓄熱システムに貯蔵（蓄熱）しておいて，

電力需要の大きい時間帯に貯蔵した熱を使っ
てスチームタービンなどで発電する。"Power-
Heat-Power" タイプといえるこの方法を導入す
ることで，不安定かつ変動する再エネの安定
化・平準化が可能となり，再エネ由来の電力
の普及の拡大およびコスト低下につながると
期待されている。
　本稿ではまず，カルノーバッテリー技術の概
要を説明する。次に，カルノーバッテリー技術
の体系化・普及促進を目的とした国際連携の動
きについて紹介する。最後に，カルノーバッテ
リーへの適用を見据えた最新の高温蓄熱技術開
発として，北海道大学の取り組みを紹介する。

２．カルノーバッテリー技術の概要

（１） カルノーバッテリーのコンセプト

　カルノーバッテリーは，電気を入力して，
熱として貯蔵し，電気として出力する蓄エネ

［寄稿］

蓄熱を利用する蓄エネルギー技術「カルノーバッテリー」
と最新高温用蓄熱材料の紹介
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図１　カルノーバッテリーの原理



ルギー技術の一種である。図1にカルノーバッ
テリーのコンセプトを示す。繰り返しになる
が，再エネ由来の余剰かつ使用困難な電力を
一旦「熱」に変換し，それを「中規模～大規
模の蓄熱システム」に一時貯蔵し，電力需要
の大きい時間帯に貯蔵した熱を使って発電す
る“Power-Heat-Power”タイプの再エネ安定
利用方法として，近年注目されている。コン
セプト自体は 1922 年（1）に提案されていたが，
蓄熱技術が進歩したことで実装に向けた開発
が急速に進んでいる。
　カルノーバッテリーは主に 3 つのプロセスで
構成される。図 2 にその概要を示す。プロセ
スＡは電気から熱への変換である。電力および
低温の熱源を投入し，ブレイトンサイクルやラ
ンキンサイクル等の逆サイクルでヒートポン
プのように低温熱を電力で昇温（または冷却）
する。直接抵抗加熱等で高温熱を発生させる
ケースもある。プロセスＢは蓄熱である。プロ
セスＡで発生させた熱を蓄熱材に貯蔵する。蓄
熱技術として，溶融塩を用いた液体顕熱蓄熱技
術，コンクリートや砕石などを用いた固体顕熱
蓄熱技術，より高密度に熱を貯蔵できる潜熱蓄
熱技術や化学蓄熱技術，およびこれらを組み合
わせたハイブリッド型などがある。プロセス C
は熱から電力への変換である。プロセス B で
蓄えた熱を熱源として，ブレイトンサイクルや
ランキンサイクルで熱を電力へと変換し，供給
する。プロセスCでは低温の熱が発生するため，
地域熱供給などと組み合わせ，電力と熱を併給
することも可能である。
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（２）カルノーバッテリー導入のメリット

　蓄エネルギー技術として，カルノーバッテ
リーには以下の 8 つのアドバンテージが期待
できる。特に，項目 4 ～ 8 は蓄熱技術を使う
カルノーバッテリーのみが享受可能である。

季報エネルギー総合工学

図 2　カルノーバッテリーを構成する３つのプロセス

① 安定した電力供給が可能

　中～大規模な蓄熱システムを使って熱を貯蔵するため，熱
→電気の変換時の熱の入力温度の変動が少なく，結果として
安定した電力供給が可能となる。

② 余剰電力の運用が可能
　蓄熱技術は概ね数時間～日単位での蓄エネに適しており，
余剰電力の運用に適した技術である。

③ 建設立地に制約がない

　大規模な揚水発電や圧縮空気エネルギー貯蔵等とは違い，
カルノーバッテリーはコンパクトなシステム設計が可能であ
り，基本的には建設立地に制約はない。

④ 他の蓄エネルギー技術に比べて圧倒的に低コスト

　カルノーバッテリーは蓄電池などと比べると圧倒的に低コ

ストで建設できることが報告されている（2）。

⑤ 既存の熱利用設備を再利用可能

　熱→電力への変換はスチームタービンを利用できる。よっ

て，今後徐々に操業が制限されていくであろう石炭火力発電

所の施設を利活用できる可能性がある。

⑥ 排熱利用とのカップリングが可能

　カルノーバッテリーは多様な熱源を受け入れ，電気または

熱として供給可能である。例えば，図 2 のプロセス A では

外部から低温排熱を受け入れることで電気から熱への変換効

率は向上する。

⑦ 極めて高い繰り返し耐久性

　蓄熱技術のみを考えると数 10 万～ 100 万回レベルでの繰

返し耐久性が期待できる。これは，すでにリジェネバーナー

などのより過酷な環境で使われる蓄熱技術において証明され
ている。よって，カルノーバッテリーは 30 年程度の寿命が

想定されている。

⑧ 様々なエネルギーメディアを受け入れ可能

　カルノーバッテリーは蓄エネルギー時のメディアが熱であ

る。熱は最も質の低いエネルギーメディアであるが，見方を
変えると全てのエネルギーメディアを熱に変換することがで

きる（あるいは熱になってしまう）。よって，持て余された様々

なエネルギーメディアを熱に変換することで容易に受け入れ

ることができる（エクセルギーの観点からは，メリットとし
て挙げることは憚られるが）



（３）カルノーバッテリーの暫定的な技術体系

　図 3 にカルノーバッテリーの暫定的な技術
体系を示す。電気→熱への変換方法（図 2 プ
ロセス A）で分類すると，カルノーバッテリー
は PTES（Pumped Thermal Energy Storage)
と，その他の技術に大まかに分類することが
できる。
　PTES はあえて日本語に訳すならば，「昇温
蓄熱発電」というべきシステムである。図 4

は PTES の原理を模式的に示したものである。
蓄熱 / 蓄電モードでは，電力および低温の熱
を投入し，逆ランキンサイクルや逆ブレイト
ンサイクルでヒートポンプ的に低温熱を電力
で昇温し，その熱を一旦高温熱溜（＝高温側
蓄熱システム）に貯蔵する。放熱 / 発電モー
ドでは，蓄熱材に蓄えられた熱を高温熱源と

して，順サイクルにより発電する。この際発
生する低温熱は低温熱溜（＝低温側蓄熱シス
テム）で貯蔵する。この PTES の効率（供給
電力 / 投入電力）は，カルノー効率の制約を
受けず，理想的には 1 となるが，電気→熱お
よび熱→電気の変換時の効率に大きな影響を
受け，概ね，0.5 ～ 0.7 程度の効率となること
が予想されている（3）。
　図 5 にヒートポンプ的な電気→熱変換を使
わないその他のカルノーバッテリーの原理例
を示す。蓄熱 / 充電モードでは，再エネ由来の
電力を入力して，電熱ヒーターなどを利用し
て高温熱を発生させ，その熱を蓄熱システムに
て貯蔵する。放熱 / 発電モードでは，蓄熱シス
テムに貯蔵した熱を高温熱源として，スチーム
タービンなどを利用して発電する。この種のカ
ルノーバッテリーの理想的な効率ηは，発電シ
ステムを駆動する際に使用する熱力学サイク
ルにおける最高温度 TH と最低温度 TL の温度
から，η =1-TL/TH となる。当然だが，このシ
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図３　カルノーバッテリーの暫定的な技術体系

① 安定した電力供給が可能

　中～大規模な蓄熱システムを使って熱を貯蔵するため，熱
→電気の変換時の熱の入力温度の変動が少なく，結果として
安定した電力供給が可能となる。

② 余剰電力の運用が可能
　蓄熱技術は概ね数時間～日単位での蓄エネに適しており，
余剰電力の運用に適した技術である。

③ 建設立地に制約がない

　大規模な揚水発電や圧縮空気エネルギー貯蔵等とは違い，
カルノーバッテリーはコンパクトなシステム設計が可能であ
り，基本的には建設立地に制約はない。

④ 他の蓄エネルギー技術に比べて圧倒的に低コスト

　カルノーバッテリーは蓄電池などと比べると圧倒的に低コ
ストで建設できることが報告されている（2）。

⑤ 既存の熱利用設備を再利用可能

　熱→電力への変換はスチームタービンを利用できる。よっ
て，今後徐々に操業が制限されていくであろう石炭火力発電
所の施設を利活用できる可能性がある。

⑥ 排熱利用とのカップリングが可能

　カルノーバッテリーは多様な熱源を受け入れ，電気または
熱として供給可能である。例えば，図 2 のプロセス A では
外部から低温排熱を受け入れることで電気から熱への変換効
率は向上する。

⑦ 極めて高い繰り返し耐久性

　蓄熱技術のみを考えると数 10 万～ 100 万回レベルでの繰
返し耐久性が期待できる。これは，すでにリジェネバーナー
などのより過酷な環境で使われる蓄熱技術において証明され
ている。よって，カルノーバッテリーは 30 年程度の寿命が
想定されている。

⑧ 様々なエネルギーメディアを受け入れ可能

　カルノーバッテリーは蓄エネルギー時のメディアが熱であ
る。熱は最も質の低いエネルギーメディアであるが，見方を
変えると全てのエネルギーメディアを熱に変換することがで

きる（あるいは熱になってしまう）。よって，持て余された様々
なエネルギーメディアを熱に変換することで容易に受け入れ
ることができる（エクセルギーの観点からは，メリットとし
て挙げることは憚られるが）

図４　PTES の原理



ステムでの発電効率はカルノー効率に制限さ
れる。また，基本的には蓄熱温度（蓄熱 / 充電
モードで蓄熱材が到達した最高温度）が向上し
てもこの効率が改善されることを意味しない。
一方，TH で供給可能な熱量が増大するため，
蓄熱容量の増大につながる。

（4）蓄熱技術

　カルノーバッテリーの心臓部ともいえるの
が，蓄熱技術である。表 1 は一般的な蓄熱技
術の分類である。顕熱（固体顕熱・液体顕熱
の２種）利用型，潜熱利用型，および化学反
応利用型は代表的な技術であり，様々な研究，
開発が進んでいる。この中でも特に，カルノー
バッテリー技術向けに検討されている技術は
顕熱利用型（固体顕熱・液体顕熱），潜熱利用
型の３パターンである。この項ではそれぞれ
の技術の概要と特徴を紹介する。

① 顕熱利用型（固体顕熱・液体顕熱）
　顕熱蓄熱は物質（＝顕熱蓄熱材）の比熱と基
準温度との温度差を利用した蓄熱法である。図

6 に顕熱蓄熱における作動温度と積算蓄熱量の
関係を示す。積算蓄熱量は式 1 で示され，温度
に比例する。物質の状態は変化せず，固体なら
固体，液体なら液体としてその顕熱を利用する。
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Q = mCp(Te - Ti)

Q:積算蓄熱量［kJ］　m:蓄熱材重量［kg］
Cp:比熱［kJkg-1K-1］　Te: 到達温度［ C］
Ti: 初期温度［ C］

……………　式１

表１　蓄熱技術の種類

図 6　顕熱蓄熱における作動温度と
                積算蓄熱量の関係

　顕熱蓄熱材は固体と液体型に分類される。
使用する温度範囲で熱的・化学的に安定な物
質のほとんど全てが顕熱蓄熱材料になりうる
と言っても過言ではない。また，比熱は物性
値として決まる。
　顕熱蓄熱技術の長所と短所は以下の通りで
ある。

図５　その他に分類されるカルノーバッテリーの原理例



　顕熱蓄熱は，ほぼ全ての温度レベルで成熟
した技術である。特に，高温領域における蓄
熱技術は現在のところ顕熱蓄熱技術の独壇場
であり，熱風炉やリジェネバーナー，ユングス
トローム式熱交換器などが産業における熱利
用の根幹として使われている。また，カルノー
バッテリーを想定した蓄熱材として，砕石，鉱
物，ガラス固化物，コンクリートなど，安価
な固体顕熱蓄熱材料の利用が検討されている。
熱交換方式としては，単純な充填層だけではな
く，シェル＆チューブ型（主にコンクリート）
や流動層型などがある。また，硝酸塩を使った
液体顕熱蓄熱技術は，太陽熱発電用の蓄熱シス
テムとして発展し，商用化に至っている。

② 潜熱利用型
　潜熱蓄熱は，物質の相変態潜熱（主に固液）
を利用した蓄熱方法である。この物質（蓄熱材）
のことを相変化物質（PCM：Phase Change 
Material）と呼ぶ。図 7 に潜熱蓄熱における
作動温度と積算蓄熱量の関係を示す。PCM は

固体 ⇔ 固液共存 ⇔ 液体の状態変化を経て蓄
放熱するため，蓄放熱量は融点（凝固点）に
達すると，潜熱によりステップ状に増大する。 
その積算蓄熱量は式 2 で示される。
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長所
● 相変化，化学変化を伴わないため，極めて扱いやすい
● 半永久的に繰り返し使用可能
● 安価な材料を蓄熱材として使える
● 低温～高温域まで安定して使える蓄熱材が多数存在する
● 蓄熱材の成型加工の自由度が高い（固体顕熱蓄熱の場合）
● 産業レベルで長年の実績がある

短所
● 蓄熱材の蓄熱密度が低い
● 大きな蓄熱容量を得るには大きな温度差が必要

Q = m｛Cp,L (Te - Tm)+L+Cp,s (Tm - Ti)

Q :積算蓄熱量［kJ］　　　　　m :蓄熱材重量［kg］
Cp,L : 液体比熱［kJkg-1K-1］  Cp,s : 固体比熱［kJkg-1K-1］
Tm : 融点［ C］　L : 潜熱［kJkg-1］　Te : 到達温度［ C］
Ti : 初期温度［ C］

… 式 2｝

図８　PCM として使える物質の分類と例（4）

図７　潜熱蓄熱における作動温度と
                積算蓄熱量の関係

　図 8 に PCM として使える物質の分類と例
を示す。パラフィン，脂肪酸，糖アルコール類，
水和塩，溶融塩，合金等様々な種類の PCM
が報告されている 100ºC 以上の高温用 PCM
として，糖アルコール類，溶融塩，および合
金系 PCM が提案されている。



　潜熱蓄熱技術の長所と短所は以下の通りで
ある。

　図 9 に潜熱蓄熱熱交換器の分類・種類を示
す（5）。 熱交換の際に伝熱壁を介するか介さな
いかで，間接接触熱交換と直接接触熱交換に
分類でき，PCM が強制的に循環するかしない
かで，アクティブ型とパッシブ型に分類でき
る。 間接・パッシブ型として，PCM カプセル
充填層型，シェル・チューブ型がある。カプ
セル充填層型は，伝熱面積を比較的大きく確
保できるため，ガスを熱媒体とするときに有
利である。一方，シェル・チューブ型は伝熱
管部分に耐圧性を持たせることで，高圧水や
高圧水蒸気を熱媒体として用いることができ，
直接水蒸気発生型として太陽熱発電用蓄熱シ
ステムとして検討が進められてきた（6）。アク
ティブ型として流動層型と直接接触型がある。
直接接触型は他の熱交換と違い，PCM と熱媒
体が直接接触して熱交換するため，材料の組
み合わせは限定されるものの，単純設計で高
速の熱交換が期待である。流動層型では粒子

状の PCM または PCM カプセルを流動化させ，
蓄熱槽を流動層とすることで，均一な熱交換
が可能となる。また，熱媒体による PCM カプ
セルの高速輸送も検討されている。 

（５）カルノーバッテリーの開発事例

　ここ数年でカルノーバッテリーの開発事例が
急速に増加している。2020 年９月 15 日，16 日
に開催されたカルノーバッテリー技術に関する
国際学会“2nd International Workshop on Carnot 
Batteries”では，新たなコンセプト，PTES にお
けるサイクルの改善，高温ヒートポンプや蓄熱
システムの開発，および進行中のプロジェクト
等に関する 23 件の報告があった。ここでは，代
表的な２つの検討例について紹介する。

① PTES の検討例：CHEST（Compressed Heat 
　Energy Storage，圧縮熱エネルギー貯蔵シス
　テム）
　ドイツ航空宇宙センター（DLR）などを
中心に「研究及び革新的開発を促進するた
めの欧州研究・ イノベーション枠組み計画」

（Horizon2020）で開発が進められているランキ
ンサイクルをベースとした PTES の一種であ
る。CHEST は，循環媒体として水 / 水蒸気を
用い，高温ヒートポンプ，高温側蓄熱システム，
低温側蓄熱システムおよび有機ランキンエン
ジンから構成される。高温側蓄熱システムは顕
熱と潜熱蓄熱システムのハイブリッド型が想
定されている。潜熱蓄熱システムとして KNO3 

– LiNO3（融点 133°C，潜熱量 167kJ kg-1）を
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長所
● 顕熱蓄熱と比較して高密度に蓄熱可能
● 融点一定温度での熱源として利用可能（すなわち，間欠的
に発生する産業排熱や再エネ由来の変動するエネルギー源を
恒温熱源に変換可能）
● 顕熱蓄熱と同様，半永久的に繰り返し使用可能
● 蓄熱のみならず熱制御への応用分野が広い

短所
● 蓄熱時に液相となるため，液体 PCM の漏出を防止する術
が必要
● 液相となったときに高い腐食性を持つPCM候補が多い

図９　潜熱蓄熱熱交換器の分類・種類



PCM として用いたシェル＆チューブシステム
が，顕熱蓄熱システムとしては高圧水を蓄熱材
とした２タンクシステムが検討されている。蓄
熱 / 充電時は，低温熱源からの熱を多段階で圧
縮し，高温の熱を得る。低温側の蓄熱システム
は発電時の低温溜として機能するだけではな
く，太陽熱やバイオマス，廃熱などを熱源とし
て受け入れ，セクターカップリングすることで
地域熱供給システムとしても機能することが
大きな特徴である（7）。

②その他の検討例：SIEMENS 
　Gamesa RENEWABLE ENERGY 社 
　Electric Thermal Energy Storage （ETES）（8）

　サイクルを使わないカルノーバッテリーの
検討例として，シーメンス社の ETES が有名
である。システム構成は先述した図４と同様
である。電気から熱への変換は電気ヒーター
が採用されている。蓄熱システムとしては，
断熱材が内張されたコンクリートの蓄熱槽に
蓄熱材として砕石を充填し，空気を熱媒体と
した充填層型固体顕熱蓄熱システムが採用さ
れている。蓄熱温度はおよそ 600℃で 1,000 ト
ンの砕石でおよそ 130MWth の蓄熱容量を持
つ。発電効率はおよそ 25% が想定されている。

3. カルノーバッテリーに技術に関する国
　際連携（IEA Annex36 “Carnot Batteries”）

　カルノーバッテリーは蓄電池などよりも低
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コストな蓄エネルギー技術となる可能性があ
り，近年欧州を中心に開発が急速に進行してい
る。そこで，カルノーバッテリーの可能性を体
系的に調査，評価するための産業界，学術界の
専門家から成るプラットフォームを確立する
ことを主意として，国際エネルギー機関（IEA）
エネルギー貯蔵技術協力プログラム（ECES：
Energy Conservation and Energy Storage– 
IEA Technology Collaboration Programme） の
国際共同研究活動（Annex）の１つ，Annex36 
Carnot Batteries が 2020 年１月に発足した。
このエネルギー貯蔵技術協力プログラムでは，

（一財）ヒートポンプ・蓄熱センターが日本の
締結者に指定されている（9）。
　図 10 に Annex 36 の構成を示す。Subtask 
0，Subtask A ～ D の ５ つ の Subtask で 構 成
さ れ る。Subtask 0 Definitions は， カ ル ノ ー
バッテリー技術の定義，技術体系の整理， 用語
の標準化，およびカルノーバッテリーの KPI

（Key Performance Indicator）を包括的に議論
するグループである。Subtask A ～ C は電気
⇔熱の変換（図 2 のプロセス A および C に相
当）技術毎に最新技術の情報を集約し，デー
タベース化する。また，システムのモデリン
グ，アセスメントを実施し，効率や拡張性お
よび経済性評価の基盤に関する共通理解を構
築することを目的としている。Annex 36 では
Rankine Batteries（ランキンサイクルがベー
ス），Brayton Batteries（ブレイトンサイクル
がベース），その他の技術に，タスクを分けて

図 10　IEA Annex 36 "Carnot Batteries" の構成



活 動 し て い る。Subtask D -Market Analysis, 
Energy System, Policy and Regulations- は，市
場ニーズの明確化，コストのモデリングなどを
実施し，カルノーバッテリーの普及促進を目指
すグループであり，政策提言や市場への参入戦
略の立案等をアウトプットする予定である。
　この Annex 36 には，2020 年９月時点で 49
機関が参加しており，活動期間は 2022 年 12
月までの３年である。ほとんど全て参画機関
はカルノーバッテリー開発に関するプロジェ
クトを進行させており，Annex 36 を通じて技
術の体系化，標準化がされる見通しである。

４. 北海道大学における蓄熱材料開発の
　紹介

（１）研究開発の背景

　カルノーバッテリーは現時点でも既存技術
の組み合わせである程度建設可能であるが，
特にわが国での技術の普及促進や産業とのイ
ンテグレーションを考えると，蓄熱材ベース
でも大きな研究開発の必要性がある。カルノー
バッテリーに求められる蓄熱材の性質として，
以下が挙げられる。
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　我々の研究グループでは，カルノーバッテ
リーへの適用を見据えた高温蓄熱技術として，
金属 / 合金 PCM の利用に注目している。そ
の最初の検討は，筆者の師である故秋山主宏
先生が，内側をセメントでコーティングした
ステンレス製球カプセルに Al 基合金 PCM を
封入しその蓄放熱特性を調べた 1991 年まで遡
る（10）。金属 / 合金系 PCM は高温でも安定
的に作動可能であり，蓄熱容量（Jg-1）およ
び蓄熱密度（Jm-3）ともに，顕熱蓄熱材や従
来開発されてきた溶融塩 PCM よりも大きく，
魅力的である。また，例えば Al を大量購入
すれば市場流通価格も安価である。以上より，
金属 / 合金系 PCM は将来のカルノーバッテ
リー用蓄熱材として大きな可能性がある。し
かし，溶融した金属 / 合金 PCM の高い腐食
性から派生する技術的課題の克服が難しいた
めか，今まで報告例は極めて少なかった。

（２）金属・合金系 PCM のマイクロカプセル

　化のコンセプト

　金属 / 合金系 PCM の腐食問題に対する最も
シンプルかつ有効な方法は，充填容器（カプ
セル）として「適切な」組成のセラミックス
を使う，または容器にコーティングすること
である。この「適切」な組成はエリンガム線
図等からある程度予想できる。また，マイク
ロサイズのセラミックスシェルに PCM を封入
できれば，あたかもセラミックス粒子として
ハンドリングすることができ，従来の固体顕
熱蓄熱技術での熱伝達に適した蓄熱体構造を
ボトムアップ的に作り上げていくことができ
る。そこで，我々の研究グループではカルノー
バッテリーに適した作動温度（500℃以上）を
持つ Al 基合金 PCM をコア，Al2O3 をシェル
としたコア - シェル型のマイクロカプセル潜熱
蓄熱材（MEPCM）の開発を進めてきた。

● 安価

　現段階においても固体顕熱蓄熱材として砕石が適用されて
いることからもわかる通り，圧倒的に低価格な蓄熱材の利用

が求められている。
● 高い蓄熱密度

　高い蓄熱密度を持つ蓄熱材を使うことで，同じ蓄熱容量を
想定すれば蓄熱槽がコンパクトに，同じ蓄熱槽サイズを考え

ればより長時間の容量の蓄エネにつながる。特にわが国での

導入および産業とのインテグレーションを考えると，コンパ
クトなシステムが求められるだろう。
● 高温域での蓄熱が可能

　より高い温度の熱ほど仕事に変換できる量は増大し，高い

効率で電気に変換できる。また，サイクルに投入される熱源
温度一定である場合は，高温での蓄熱するほど，高い蓄熱容

量となることを意味する。
● 高速での熱交換が可能

　再エネの負荷変動抑制や余剰電力の有効活用のみを考える

ならば，１日に１回程度の蓄熱・放熱サイクルが想定される。
一方，産業とのインテグレーションを考えると（つまり排熱
利用との組み合わせを考えると），１日に数回程度の蓄放熱

も十分想定され，高速の熱交換性能が必要となるだろう。
● 安心・安全で高い耐久性

　未来のエネルギーシステムにおける蓄エネ技術の位置づ
け，および10年以上の長期間にわたる操業を考えると安心・

安全で高い耐久性を持つことが大前提となる。

● 安価

　現段階においても固体顕熱蓄熱材として砕石が適用されて
いることからもわかる通り，圧倒的に低価格な蓄熱材の利用
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導入および産業とのインテグレーションを考えると，コンパ
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● 高温域での蓄熱が可能

　より高い温度の熱ほど仕事に変換できる量は増大し，高い
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　未来のエネルギーシステムにおける蓄エネ技術の位置づ
け，および10年以上の長期間にわたる操業を考えると安心・
安全で高い耐久性を持つことが大前提となる。



（３）金属 / 合金系 MEPCM の作製手順

　図 11 に，我々の研究グループが提案した
化成被膜処理と熱・酸化処理による金属 / 合
金 MEPCM の基本製造コンセプトを示す。Al
を一定濃度以上含む合金系 PCM のマイクロ
粒子をコア（＝原料）として，①融点以下で
の化成処理による Al2O3 の前駆体としての
AlOOH 被膜の形成と，② 融点以上での酸化・
熱処理による AlOOH のα -Al2O3 化および原
料である合金 PCM に含まれる Al の酸化反応
を利用して，「コア = 合金系 PCM - シェル =
α -Al2O3 構造」の MEPCM を実現した。

（４）金属 / 合金系 MEPCM の革新的な特徴

　開発した MEPCM には蓄熱密度，作動温度

域，構造において従来材料よりもはるかに優
れた特徴がある。

① 特徴１：高い蓄熱容量（vs. 顕熱蓄熱材）
　図 12 は開発した MEPCM とカルノーバッ
テリーで採用されている顕熱蓄熱材との蓄熱
エクセルギーの比較である。顕熱分の寄与を
考えるため，400℃から 700℃まで 100K ごと
の顕熱により蓄熱されたエクセルギーを積算
している。開発した MEPCM の相変化温度一
点での蓄熱容量は，188（11）～ 350 Jg-1（12）

であり，ここでは代表値として 250 Jg-1 を想
定した。操業時に想定される 100 ～ 400 K の
温度幅を考慮しても，欧州を中心に検討が進
んでいる固体顕熱蓄熱材，溶融塩顕熱蓄熱材
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図 11　金属／合金 MEPCM の基本製造コンセプト

図 12　開発した MEPCM とカルノーバッテリーで採用されている
　                             顕熱蓄熱材との蓄熱エクセルギー比較



よりも，MEPCM は重量基準で約２倍以上，
体積基準で約３倍近くのエクセルギーを蓄熱
可能であり，カルノーバッテリーシステムの
コンパクト化に寄与する大きな可能性がある。

② 特徴２：高温域での蓄熱が可能
　従来の MEPCM 研究はコア材料としてパラ
フィンや脂肪酸がほとんどあり，その作動温
度領域は100℃以下，ないしは60℃以下であり，
それ以上の高温領域で作動可能 MEPCM は全
く検討例がなかった。開発した MEPCM では，
従来は伝熱管材料や蓄熱槽材料としてのみ考
えられていた金属や合金そのものを PCM とし
て適用することで，高温領域での安定作動を
実現した。また，コア材料を変えることで低
温化および高温化が可能である。図 13 に作製
に成功した MEPCM のラインナップを示す。
Al（融点 660℃） （13），Al-Si（融点：580℃）（12, 

14-17），Al-Zn（融点 380 ～ 500℃）（18）におい
ても，同様に MEPCM の作製に成功してお
り，さらに多くの作動温度域（＝融点）での
MEPCM 開発が進行中である。
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③ 特徴３：高熱伝導率
　金属 / 合金 PCM の熱伝導率は固体顕熱蓄
熱媒体や溶融塩の数百倍であることから，熱
交換においてもアドバンテージがある。つま
り，金属・合金そのものを PCM として利用
することへの大胆な発想転換により，高熱容
量と高熱伝導性 ( 従来 PCM 比 100 倍以上可能）
を両立することができた。

④ 特徴４：熱的，化学的，機械的に優れた構造
　図 14 a) は，開発した MEPCM の外観の
SEM 像（15），b） は断面の SEM 像（14）を示し，c）
は MEPCM 構造の簡易模式図である。b）より，
シェルは厚さ 1 µm 程度の緻密層であり，空
隙の存在が確認された。この空隙は，PCM の
固⇔液相変化時の体積変化のバッファとなり
得る極めて有利な構造だと予想される。この
マイクロカプセル化法は PCM 融点以上にお
いて溶融 Al と酸素の反応によるアルミナの形
成により，自己修復的に最終的なシェル形成
が達成される。つまり，コア材料が最も体積
膨張した状態で最終的なカプセル化が完了す

図 13 　MEPCM のラインアップと開発状況（13, 15,18,19）

図 14　金属／合金 MEPCM の基本製造コンセプト



る。よって，液相時よりも体積の小さい室温
状態における観察では，上記の如く空隙が観
察される。この空隙は，セラミックスなどの
硬殻シェルで構成されるマイクロカプセルに
おいて必須の構造である。また，Ｘ線回折法

（XRD）および透過電子顕微鏡（TEM）によ
る解析の結果，シェルの主成分はα -Al2O3 で
あった。α -Al2O3 はアルミナの結晶形態の中
でも最も熱的に安定であり，耐腐食性，耐酸
化性に優れる。以上より，開発した MEPCM
は機械的，熱的，化学的にも優れた構造を持つ。
なお，既に 3,000 サイクルの蓄放熱耐久性を
クリアしている（11）。

⑤ 特徴５：ボトムアップ的設計による蓄熱体
　設計（20）　
　開発中の MEPCM のシェルはα -Al2O3（厚
み1～2 µm程度）であるため，セラミックス（こ
こではα -Al2O3）のマイクロ粒子同様のハン
ドリングが期待できる。よって，MEPCM を
主構成材料として成型，焼結することで様々
なサイズの粒子，ペレット，ハニカム等様々

な形状のデバイスを作製できる可能性がある。
図 15 はそのコンセプトである。蓄熱材を用途
や機能に応じた成型の自由度は固体顕熱蓄熱
材のアドバンテージだが，開発した MEPCM
はこのアドバンテージを継承した上で蓄熱密
度，熱応答性，温度制御特性などの機能をグ
レードアップ可能である。蓄熱構造体の開発
により，カルノーバッテリーに適した大規模
蓄熱システムへの展開が見えてくる。

（５） 金属 / 合金系 MEPCM に想定される用途

　図 16 に，MEPCM に想定される応用用途
を分野別，利用温度別に示す。カルノーバッ
テリーをはじめとする再エネ利用技術だけで
はなく，ガス分離技術，産業排熱有効利用技
術，次世代自動車の熱マネージメント，触媒
熱制御，エクセルギー再生など様々な応用用
途への展開が期待できる。MEPCM 利用技術
は，再エネ利用 / 省エネ問わず，熱利用技術
の共通課題の解決につながり，新たな熱利用
技術の基盤となることが期待できる。
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図 15　MEPCM を原料とした蓄熱体のボトムアップ設計コンセプト

図 16　MEPCM に想定される応用用途



5. おわりに

　本稿では，蓄熱を利用した新たな蓄エネル
ギー技術であるカルノーバッテリーの概要を
説明し，その体系化・普及促進を目的とした
国際連携について紹介した。また，カルノー
バッテリーへの適用を見据えた最先端の高温
蓄熱技術として，北海道大学が開発中の金属
/ 合金系 MEPCM を紹介した。カルノーバッ
テリーは低コストな蓄エネルギー技術として、
再生可能エネルギー大量導入に向けた重要な
選択肢となる可能性がある。また、今回紹介
した MEPCM など、このカルノーバッテリー
に求められる蓄熱技術の探求は，再エネ利用
/ 省エネ問わず，熱利用技術の共通課題の解
決につながり，新たな熱利用技術の基盤とな
ることが期待できる。

［謝辞］
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１．地域再生の担い手としてのシュタッ
　トベルケ

（１）いまシュタットベルケを取り上げる意義

　本稿は，ドイツのシュタットベルケ（Stadtwerke：

都市公社）を念頭に置きながら，日本の自治

体による公益的なエネルギー事業体の可能性

を検討する。戦後，電力・ガスなどのエネルギー

事業は，大手電力会社やガス会社に委ねられ，

自治体はほとんど関与してこなかった。しか

し歴史をふり返れば，戦前にいくつもの自治

体が電力事業を市営事業として手掛け，都市

財政に大きく貢献していた経緯をいま一度想

起する必要がある（1）。再生可能エネルギー（再

エネ）固定価格買取制度の下で分散型エネル

ギーが伸長しつつあり，また電力システム改

革の下で発電事業や電力小売事業への新規参

入が自由化されたいま，自治体がエネルギー

事業に参入する制度的障壁は取り除かれた。

日本の自治体／地域が参照すべき手本は，ド

イツのシュタットベルケである。

　日本の自治体は，地方公営企業の形態です

でに上下水道，交通，病院などの事業に取り

組んでおり，一部，ガス・電気などのエネルギー

事業にも取り組んでいる。これはドイツとほ

ぼ同じであり，エネルギー事業が中核事業に

座っていない点だけが異なっている。日本で

今後，エネルギー事業がここに本格的に加わ

ることになったとしても，何ら不思議ではな

い。エネルギーは住民生活に不可欠の必需財

であり，きわめて公益性が高い。公益的なサー

ビス供給のために，発電所と送配電網という

インフラを整備し，その資本費用と維持管理

費用を料金徴収で賄い，独立採算制を成り立

たせる経営形態は，上下水道や交通など，地

方公営企業の経営形態と基本的に同じである。

　20 世紀が「集中型エネルギーシステム」（火

力発電所や原子力発電所のように，遠隔地に

集中立地した発電設備から，大規模送電網を

用いて大都市の電力消費者に向けて一方的に

電気を送り届ける仕組み）によって特徴づけ

られたのに対し，21 世紀は「分散型エネルギー

システム」によって特徴づけられる。再エネ

で発電することが当たり前になる時代では，

太陽光，風力，地熱，木質バイオマス，小水

力などの再エネ資源がある限り，どこでも，

誰でもエネルギーを創り出すことが可能にな

る。個人でも可能だし，集落単位でももちろ

ん発電事業は可能である。

　再エネ発電の特徴は，個々の発電設備は小

規模だが，全国に無数に散らばっており，そ

れらが送配電網でネットワーク化されている

点にある。将来的にはこれら分散型設備のす

べてにセンサーを取り付け，送配電網に情報

通信機能を持たせれば，無数に分散した発電

設備を遠隔制御で効率的に利用することがで

きる。再エネに特有の，気象条件の影響によ

る発電量の変動性は，いまは全国規模で調整

するほかないが，将来的に蓄電技術が発達し，

より低コストでそれが利用可能になれば，地

［寄稿］

　自治体エネルギー公益的事業体「日本版シュタット
　ベルケ」の可能性

京都大学大学院　経済学研究科／地球
環境学堂　教授諸富　徹
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域ごとに電力需給のバランスを調整し，問題

の解決を図ることが可能になるだろう。

　日本ではまだ普及していない「熱利用」も，

分散型エネルギー源として重要だ。熱は，人

口密集地区で冷暖房に用いることができ，工

夫すればエネルギー効率性を大幅に改善でき

る。欧州都市の場合は，再エネである木質バ

イオマス資源を燃焼させて熱を発生させ，熱

湯を熱導管で人口密集地区に回流させて暖房

を行っている。しかも，バイオマス資源を燃

焼して熱を取り出すだけではもったいないの

で，その熱で発生する蒸気でタービンを回し，

発電も行う「熱電併給（コジェネレーション）」

を行えば，エネルギー効率性は約 70 ～ 90% に

まで高まる。こうした熱事業も実は，ドイツ

のシュタットベルケによる重要なエネルギー

事業の柱となっている。熱電併給設備が増加

するほど，分散型電源が増えていくことを意

味し，エネルギー利用の効率性を大幅に引き

上げることが可能になる。日本でも北海道・

下川町が，木質バイオマスを熱源とした地域

熱供給システムと熱電併給設備を構築する計

画をもっている。

　再エネや熱電併給などの分散型電源の技術

が進歩し，その事業採算性を確保することが

可能になるにつれて，エネルギー供給主体は，

必ずしも大規模な電力会社である必要はなく

なってきた。発電，送電，配電，小売の電力

各事業のうち，送配電のみは独占を認める必

要があるが，他の事業領域は，地域独占を認

められた大規模な電力会社が事業を占有する

必要はなくなった。むしろ地域で，将来的な

エネルギービジョンをまとめ，無数の分散型

電源をネットワーク化し，電力の地産地消，

熱利用，地域における電力・ガス・熱の最適

な利用を，垣根を越えて総合的に推進・調整

できる自治体の役割が今後，重要になってい

くと考えられる。

　自治体は，調整役としての役割に特化して

もよいが，自らエネルギー事業を手がけるこ

とも十分検討されてよい。その場合に，自治

体はどのような事業形態でエネルギー事業に

参入するかを検討しなければならない。それ

が，「自治体エネルギー公益的事業体」であり，

「シュタットベルケ」のあり方を考えることに

他ならない。

（２）地域再生にエネルギー事業を活用すべき

　積極的な根拠

　自治体がエネルギー事業に取り組むべきより

積極的な理由もある。つまりそれは，地域に所

得と雇用をもたらし，ひいては税収の増加をも

たらしてくれるからだ。すなわち，「エネルギー

自治」に取り組むことで，「地域経済循環」を

促され，地域の所得水準が引き上げられるので

ある。筆者は別の箇所で，「エネルギー自治」

の定義を試みたことがある。木質バイオマスを

事例に取れば，それは以下のように 5 つの要素

を含んでいる（2）。
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（1）自分たちが消費するエネルギーを，地域資源（こ
こでは森林）を用いて自ら創り出す。
（2）上記目的のために，域外の大企業に頼るのではなく，
自治体，もしくは地元企業が中心となって地域でエネ
ルギー事業体を創出。
（3）域外から購入していた化石燃料を，より安価な地
域資源（木質バイオマス）に置き換えることで，燃料
費を削減，地域の実質所得を上昇させる（費用削減効
果）。
（4）れまでは，「化石燃料費支出」として域外に流出し
ていた所得部分を，地域資源である木質バイオマスへ
の支出に置き換えることで，所得が地域に留まるよう
になる。つまり山林所有者や，エネルギーの生産，流通，
消費に関わる地元事業者の利潤，雇用者報酬，自治体
への税収の形で，地域の実質所得を上昇させる（資金
還流効果）。
（5）地域資源の活用による燃料生産（薪，チップ，ペレッ
トなど）から，エネルギー（電気・熱）の生産，流通，消費，
そして廃棄物（灰）処理のプロセスで，関連産業が地
域に発生し，地域に所得と雇用が生みだされる。

　実際，我々の共同研究によれば，日本でも

エネルギー自治の実践を通じて，地域に所得

と富，そして雇用が新たに生み出されている

ことが，定量的に確かめられている。我々が



採用したのは，「地域付加価値分析」という手

法である＊１。この手法に基づいて，長野県飯

田市のおひさま進歩エネルギー株式会社が太

陽光発電事業を通じて生み出した地域付加価

値を試算すると，2030 年までの累計で，約 18

億円もの付加価値が生み出されることが判明

した（3）。しかし，飯田市の再エネ促進政策に

対しては，環境省をはじめとする補助金の支

援が充てられている。そこで，再エネ事業が

もたらした真の効果を見極めるには，補助金

についても累計額を試算し，付加価値の累計

額と比較してみる必要がある。結果的に，補

助金の累計額は 2030 年時点で約 6 億円，これ

に対して，おひさま進歩の太陽光発電事業が

もたらした付加価値累計額は約 18 億円なので，

補助金の約３倍もの付加価値を生み出すこと

に成功していることが分かった。つまり，再

エネ事業への投資は，地域にとって大いに経

済合理性をもつ投資なのである。

　もっとも，課題も浮き彫りになった。おひ

さま進歩が生み出した付加価値のうち，地元

の南信州地域に帰属するのは約９億円で，付

加価値総額の約半分に過ぎない。その原因は，

事業資金の調達方法による。おひさま進歩は，

全国から小口の出資金という形（市民共同出

資）で事業資金を募った。これは，事業資金

調達方法上のイノベーションであり，おひさ

ま進歩の事業が成功する上で大きな要因の１

つとなった。しかし出資者には南信州だけで

なく，東京や大阪などの大都市住民も多く含

まれていたため，おひさま進歩が生み出した

付加価値は，「配当」という形で域外へ流出し

てしまったのである。このことは，事業資金

をできる限り地元から調達し，地域的な資金

循環を活発化させることの重要性を我々に知

らせてくれる（3）。

２．エネルギー自治の担い手としての「自
　治体エネルギー公益的事業体」

（１）シュタットベルケと「自治体エネルギー

　公益的事業体」
　長野県・飯田市が環境エネルギー政策で注

目を浴びるようになった要因は，「おひさま進

歩エネルギー株式会社」という社会的企業の

存在なくしては語りえない。おひさま進歩は，

資本金の出資構成からみれば純然たる民間企

業だが，その目的は利潤最大化ではなく，温

暖化防止のために省エネと再エネの拡大を目

指し，地域社会への貢献を使命とする社会的

企業である（2）。飯田市は，おひさま進歩に出

資こそしていないものの，その創設時から今

日まで，さまざまな支援を行ってきた。おひ

さま進歩は，会社の設立目的からその事業内

容にいたるまで公益性が高く，本稿でいう「エ

ネルギー公益的事業体」にあたる。エネルギー

自治を実現するには，自治体による先導的役

割が必要なのはもちろんのことだが，その中

核には，こうしたエネルギー事業を担う何ら

かの事業体の存在が不可欠である。もっとも，

本稿で光をあてる「自治体エネルギー公益的

事業体」は，自治体が一歩表に出て，自らが

事業体に参与する点で，おひさま進歩と異なっ

ている。

　もう少しこれを厳密に定義しておくと，「自

治体エネルギー公益的事業体」とは，自治体

が出資という形でその創設と運営に関与し，

その事業目的を公益的な目的に置くあらゆる

エネルギー事業体を指す。自治体がその事業

体に 100％出資する公社から，民間企業が主

体となり，自治体は数％のみの出資に留める

事業体まで，さまざまな事業形態がありうる。

仮に，民間企業が主導であったとしても，そ

の事業目的が公益的なものである限り，その

− 35 −第 43 巻 第３号（2020）

＊１　地域付加価値分析は，もともとドイツの研究機関で開発された。日本では，筆者が研究代表者を務める京都大学再生可
　　　能エネルギー経済学講座の研究プロジェクトの一環として，日本版の地域付加価値分析モデルの開発とそれに基づく日
　　　本での地域付加価値分析の適用を，立命館大学のラウパッハ教授の協力のもとに展開した。地域付加価値分析の理論，
　　　分析モデル，そして適用事例については，巻末参考文献（４）を参照。



事業体をここでは，「自治体エネルギー公益的

事業体」と呼ぶことにしたい。

　日本でも最近，よく耳にするようになった

ドイツの「シュタットベルケ」（都市公社）も

また，自治体が出資するエネルギー公益的事

業体である＊２。現在，ドイツには約 900 のシュ

タットベルケが存在しているといわれ，電力，

ガス，熱供給といったエネルギー事業を中心

に，上下水道，公共交通，廃棄物処理，公共

施設の維持管理など，市民生活に密着したき

わめて広範なサービスを提供している。シュ

タットベルケは，これらのサービス提供を可

能にするためのインフラの建設と維持管理を

手掛ける，独立採算制の公益的事業体である。

電力では自治体が所有する配電網を利用して

配電事業，電力小売事業，そして発電事業を

手掛けている。

　これらはたいてい黒字を計上しており，そ

れを元手に，他の公益的事業に再投資してい

る。欧州の電力自由化政策の下でシュタット

ベルケは競争に打ち勝って生き残り，いまや

分散型電力システムの担い手に成長しつつあ

る。日本では戦前，シュタットベルケをモデ

ルとした電気事業が主要都市で展開されたが，

総力戦体制下で現在の九電力体制に強制的に

統合された。いま，再エネの促進と電力自由

化というエネルギー政策の大きな構造転換の

中で再び，自治体によるエネルギー公益的事

業体の可能性への関心が高まっている。我々

はこの点で，ドイツのシュタットベルケから

大いに学ぶことができるだろう。

（２）エネルギーが牽引するシュタットベルケ

　の事業構造～ドイツ・フライブルク市の事

　例から

　シュタットベルケを理解するには，シュタッ

トベルケの事業構造を具体的事例に即してみて

いくことが分かりやすい。ここでは，筆者が調

査で複数回訪れているドイツ南西部のフライブ

ルク市（バーデン・ヴュルテンベルク州）を事

例にとってみたい。

　フライブルク市は，インフラ整備をともなう

公益事業について，さまざまな公益的事業体を

設立し，独立採算で事業にあたらせている。そ

の全体像を示したのが図１である。それに示

されているようにフライブルク市の傘下には，

「廃棄物処理および都市清掃有限会社」（53％

出資），「フライブルク土木有限会社」（100％出

資），「フライブルク経済観光見本市有限合資会

社」（100％出資）とならんで，「シュタットベ

ルケ・フライブルク有限会社」（100％出資）が

存在する。シュタットベルケ自体も，複数の事

業を束ねる総合的な公益企業であることが図1

から分かる。シュタットベルケ・フライブルク

有限会社の傘下には 5 つの事業が束ねられてお

り，そのうち「バーデノヴァ株式会社」はシュ

タットベルケ・フライブルクが 32.76％の資本

参加を行う総合エネルギー企業である。これに
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図１　フライブルク市におけるシュタットベルケの事業構造（5）

フライブルク 市

シュタットベルケ・
フライブルク有限会社

廃棄物処理および
都市清浄有限会社

フライブルク
土木有限会社

フライブルク経済観光
見本市有限会社

バーデノヴァ株式会社 フライブルク
交通株式会社

フライブルク市
浴場有限会社

フライブルク・ブライスガウ
空港有限会社

フライブルク市
下水道有限会社

１００％ １００％ １００％５３％

32.76％ 99.87％ 100％ 100％ 100％

＊２　今のところ，「シュタットベルケ」の邦語訳で定まった訳語は存在しない。そのままカタカナで「シュタットベルケ」と
　　　表現されることがほとんどである。



他の事業を賄うという形になっている。それ

をフライブルク市に即して示したのが，表２

である。以下，この表を詳細にみていくこと

にしよう。まず表２の⑥は，シュタットベル

ケ本体の「営業損益」を示している。これは

各年とも，赤字を計上している。これに対して，

⑦～⑩はシュタットベルケがもつ傘下企業へ

の資本参加がもたらす投資収益（もしくは損

失）が記載されている。例えば 2012 年であれ

ば，バーデノヴァからの投資収益が 1,778.2 万

ユーロを計上しているのに対し，フライブル

ク交通株式会社，フライブルク市浴場有限会

社，そしてそれ以外の傘下企業への出資はそ

れぞれ，632.8 万ユーロ，400.2 万ユーロ，32.4

万ユーロの投資損失をもたらしている。にも

かかわらず，バーデノヴァのもたらす投資収

益がきわめて大きいために，他の参加企業の

損失を相殺し，なおかつシュタットベルケ・

フライブルクの営業損を相殺して 712.8 万ユー

ロの経常利益を生み出していることが，表２

から読み取れる。結果，税引き後の当期純利

益は 706.9 万ユーロとなっている。

　このように，エネルギー事業で生み出す収益

で他の事業の赤字を相殺し，シュタットベルケ

総体としても黒字を計上するシュタットベルケ

に特有の収益構造は 2012 年から 2014 年にかけ
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テューガ株式会社（本社ミュンヘン市）
シュタットベルケ・フライブルク
オッフェンブルク市ガス供給会社
レアラッハ市
ブライザッハ市
シュタットベルケ・ヴァルトシュート・ティーンゲン
ラール市
ヴァール市
その他，90以上の自治体

44.6
32.8
7.1
4.1
2.1
1.6
1.4
1.0
5.4

出資者 出資比率（％）

表１　バーデノヴァ株式会社の資本構成

表２　フライブルク市シュタットベルケの収益構造（5）

① 営業利益総計
② 　人件費
③ 　減価償却費
④ 　その他の営業費用
⑤ 営業費用総計（②+③+④）
⑥ 営業損益（⑤－①）
⑦ 　バーデノヴァ株式会社への資本参加に伴う投資収益
⑧ 　フライブルク交通株式会社への資本参加に伴う損失吸収
⑨ 　フライブルク市浴場有限会社への資本参加に伴う損失吸収
⑩ 　その他の損益
⑪ 経常損益（⑥+⑦+⑧+⑨+⑩）
⑫ 税引前当期純利益（⑤+⑪）
⑬ 　所得/収益，その他への課税
⑭ 当期純利益（⑫+⑬）

2,300
861
63

1,659
2,583
-283

17,782
-6,328
-4,002
-324
7,128
6,845
-244
7,089

2,222
913
68

1,659
2,640
-418

18,227
-12,325
-4,011
-27

1,864
1,446
1,031
2,476

2,248
959
63

1,427
2,449
-201

17,103
12,784
-4,487
226
58
-143
1,065
923

2,441
954
68

1,810
2,832
-391

16,577
-22,415
-4,350
-154

-10,342
-10,733
263

-10,996

2,052
959
72

1,727
2,758
-706

16,544
-24,033
-4,539
-205

-12,233
-12,939

-3
-12,936

経常損益 2012 2013 2014 2015（計画）2016（計画）

（単位：千ユーロ）

加えて，交通（99.87％出資），浴場，空港，そ

して下水道事業（以上 100％出資）の各事業体

が傘下企業となっている。

　バーデノヴァ株式会社は，フライブルク市

を含む複数の自治体が共同出資する企業であ

る。各自治体の出資比率は表１の通りとなっ

ており，シュタットベルケ・フライブルク有

限会社は，第２位の出資比率をもつ大株主と

なっている。シュタットベルケ・フライブル

ク有限会社は，この出資比率に応じた投資収

益をバーデノヴァ株式会社から受け取ること

ができる。ちなみに，筆頭株主であるテュー

ガ株式会社は，100 以上の自治体のエネルギー

供給を担う，ドイツ最大の自治体連合エネル

ギー会社（従業員約 17,000 人［2015 年 12 月］：

売上約 2 兆 3,000 億円［2015 年］）である。

　興味深いのは，シュタットベルケの収益構

造である。基本的に，エネルギー事業で稼いで，



価値の最大化」を目指すのに対し，後者は，「市

民生活の満足度の最大化」を事業目的とする。

この点で，自治体の公益的事業体がエネルギー

部門の収益で他の公益的事業を支えるのは，

この事業目的に沿っている限り，問題なく正

当化しうる。ただし，その事業が放漫経営に

陥ってはならず，費用最小化が図られるべき

である。

　シュタットベルケが日本でも近年，急速に

人口に膾炙しつつあるのは，「地方再生」や

「地方創生」が大きな政策課題となっている事

情がある。人口減少の中で，それを反転させ，

地域経済を持続可能な発展の軌道に乗せ，雇

用を増やしていくにはどうすればよいのか，

多くの人々が頭を悩ませている。そして何よ

りも，そのための財源をどこから調達すれば

よいのかが大きな論点となっている。2000 年

代に実施された「三位一体改革」を経た現在，

地方消費税を除いて近い将来に再び，大規模

な税源移譲が実行されると期待することはで

きないであろう。さらに，地方交付税や国庫

支出金の増額も，中央政府が巨額の債務残高

を抱えて財政再建中であることを考慮すれば，

大きな増額を同様に期待することはできない。

　以上の状況を踏まえれば結局，地域を豊か

にするための資金は，自分で稼がねばならな

いということになる。シュタットベルケが注

目されているのは，そのための有力な手法の 1

つとして捉えられているからであろう。なか

でもエネルギー事業はドイツの経験からいっ

て，その中核的分野となることは間違いない。

もっとも，自治体が出資する公社や「第 3 セ

クター」は 1980 年代に多数設立され，バブル

崩壊とともに不良債権を抱えて事業に失敗し，

1990 年代以降，一般財源を投入して清算され

たケースが続出した。こうした第３セクター

失敗の原因を分析し，それを繰り返さない企

業統治の仕組みを創出する必要がある。

　日本でも急速に自治体エネルギー公益的事

業体創設の機運が高まってきている。よく知

て継続している。2015 年以降は交通事業におい

て何らかの理由により損失がほぼ倍増すると見

込まれているため，2015 年，2016 年の２年間

は，シュタットベルケとして赤字決算となって

いる。しかし，これら２年間においてもバーデ

ノヴァは安定的な収益をもたらすと見込まれて

おり，シュタットベルケの収益構造にいかに大

きく貢献しているかが示されている。こうした

収益構造は，フライブルク市だけでなく，広く

他のドイツの自治体にもみられる一般的な傾向

である。逆に言えば，シュタットベルケが持続

的に事業を営んでいく上で，収益性の高いエネ

ルギー事業を取り込むことは，必須の条件だと

いえよう。

（３）シュタットベルケが生み出す財源への期待

　もっとも，こうした事業部門間の資金融通は，

「内部補助」と呼ばれ，経済学的な観点から批判

されることも多い。つまり，高収益部門であげ

た収益で非効率的な事業が温存されることにな

り，全体として資源配分の非効率が発生してい

る，という批判である。しかしこうした批判は，

ただちに次のように反駁されうるであろう。第

1 に，公益的事業体だけでなく民間企業もまた，

内部補助を行っている。収益性の高い事業で得

た資金で，赤字事業を存続させたり，新規事業

を立ち上げたりするための資金を調達すること

は，民間企業でも頻繁にみられる。だが，これ

らが「内部補助」として批判されることはない。

第 2 に，民間企業であれば，エネルギー部門で

得られた収益は，配当として株主に還元され，

市民には還元されない。株主はその地域に住ん

でいるとは限らないため，配当支払は域外への

資金流出を意味することが多い。これに対して

自治体の公益的事業体では，上がった収益が，

公共交通など市民生活と密接に関係する公益的

事業に投じられることで市民に還元される。

　そもそも，民間企業と自治体の公益的事業

体とでは，事業目的が異なる。前者が「株主
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られている代表的なものだけでも，「真庭バイ

オマス発電」（2013 年２月），「中之条電力」（2013

年８月設立），「泉佐野電力」（2014 年１月設立），

「とっとり市民電力」（2015 年８月設立），「北

九州パワー」（2015 年 11 月設立），「浜松新電

力」（2015 年 10 月設立），「みやまスマートエ

ネルギー」（2015 年３月設立），「東京都環境公

社」（1962 年設立）など，いくつも挙げること

ができる。本稿では以下，鳥取県米子市で設

立された「ローカルエナジー」を取り上げて，

日本の自治体による新しいエネルギー公益的

事業体の可能性を検討することにしよう。

３．日本版シュタットベルケの課題と展望
　～「ローカルエナジー社」（鳥取県米子
　　市）の事例から

（１）設立の経緯

　ローカルエナジー社は，鳥取県米子市で

2015 年 12 月に創設された地域新電力である。

この企業は，自治体と地元の民間インフラ企

業が協力して設立した点，顧客数，売上，利

潤ともに経営者の見込みを上回る形で順調に

伸び，経営が軌道に乗っている点で全国的に

注目されている。この会社設立のきっかけの

１つは地域外の大手資本による米子空港近く

のメガソーラー建設計画だった。米子市でも

内々にメガソーラー設置を検討しているが，

結局は断念した。その最大の理由は，地域外

の大手資本が手がける事業を支援しても，利

潤が地元に落ちず，地域所得循環の促進につ

ながらないからであった。

　ローカルエナジー社は，中海テレビ放送（出

資比率 50％，CATV），山陰酸素工業株式会社

（同 20％，ガス卸業），米子市（同 9％，自治体），

三光株式会社（同 5％，廃棄物処理），米子ガ

ス株式会社（同 5％，都市ガス），皆生温泉観

光株式会社（同 5％，源泉供給），境港市（同

1％，自治体）の出資を受けて設立された。境

港市は設立後の 2018 年 3 月に米子市の保有株

の譲渡を受ける形で出資した。

　その特徴は，①ケーブルテレビ会社である

中海放送テレビが主導権をとっている点，②

地元ガス事業者など地域の民間インフラ事業

者と組んでいる点，さらには，③電源の多様

化を見越して廃棄物処理事業者や温泉事業者

と組んでいる点にみられる。

　ローカルエナジー社が調達する電源では当

初，米子市の廃棄物発電が総供給の 75％を占

め，その存在感がきわめて大きかったが，顧

客数が大きく伸び出してからは，供給量が足

りなくなって他の電源で補わざるをえず，廃

棄物発電の比率は大きく低下した。2018 年４

～５月の実績値によれば，調達電源のうち地

産（県内）電源の比率は 34.4％（太陽光，廃棄物，

水力など），民間電力取引業者との相対契約が

23.6％，そして日本卸電力取引所（JEPX）か

らの調達が 14.5％，残りが民間企業の廃棄物

発電等となっている。

（２）経営的成功の要因

　電力の販売戦略からみて，ローカルエナジー

社は次の優れた利点をもっている。すなわち，

①自治体（出資者である米子市，境港市，そ

して出資者ではないが，鳥取県，大山町も）

からの 400 件にも上る公共施設の電力需要を

獲得し，事業開始当初から大口需要家として

支えたこと，②ローカルエナジー社の最大出

資者である中海テレビ放送など地元企業の営

業体制を活用することで，コストを抑えつつ

順調に顧客数を伸ばすことができた点である。

　地域新電力は，ゼロからスタートするので

通常は，新規顧客の獲得にそれなりの人的資

源を投入しなければならない。だがこれは，

非常に大きなコスト要因となり，経営を圧迫

する。ローカルエナジー社が創設間もないに

もかかわらず強固な経営基盤を築きつつある

のは，中海テレビ放送を通じた営業活動が可

能であって，ゆえに営業費用を節約できるほ

か，電力販売についても中海テレビ放送に卸
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し，中海テレビ放送がその顧客への販売を担

当できる点が大きく効いている。

　こうした「中海テレビ放送を通じた電力卸

販売」という戦略は，ローカルエナジー社に

様々なメリットをもたらしている。第１は，経

産省が求める消費者保護の体制を，中海テレ

ビ放送を通じて整えることができる点である。

例えばクレーム対応ひとつとっても，顧客対

応に大きな人的資源を割くのは大きなコスト

増加要因となるが，それを節約できる。第２に，

中海テレビ放送が取り組むケーブルテレビや

情報通信というサービスを，ローカルエナジー

社が取り組むエネルギーというサービスと組

み合わせることで，利便性・割安感を打ち出し，

一般電気事業者や他の新電力との単純な価格

競争を避けることができる。第３に，料金の

滞納リスクを回避できる点も挙げられる。１

件の料金滞納が起きると，それを回収するの

に 10 件分の利益くらいのコストがかかるとい

う。こうした回収業務も中海テレビの料金回

収業務に相乗りさせることで，みずから人的

資源を投入する必要がなくなる。こうしたビ

ジネスモデルは，下記報告書（6）にあるように，

東日本大震災から間もない 2012 年に新電力設

立に関する可能性調査で打ち出されていた。
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　販売戦略と並ぶローカルエナジー社のもう

１つの強みは，電力の需給調整を大都市の大

手専門業者に任せるのではなく，自ら担って

いる点にある。これは，利潤の域外流出を防

ぐことができる点で特筆すべき重要性をもつ。

電力需給調整のノウハウがないために，東京

の専門業者にこの業務を任せ，数千万円の単

位で高額な委託サービス料を負担している地

域新電力が多い。これは，地域新電力の当期

純利益を吹き飛ばしてしまうほどの水準だ。

逆にいえば，この業務を自社で内部化できれ

ば，その分だけ利潤が増加する。また，専門

人材を地元で雇用でき，人件費は地元の経済

循環の一部となるメリットも生まれる。稲垣

憲治氏の推計によれば，需給管理業務の「内

製化」によって地域経済付加価値は 40％上昇

するという（7）。

　せっかく稼いだ収益を域外流出させないた

めにも，電力需給業務の内部化は，「日本版シュ

タットベルケ」の経営上，非常に重要なポイ

ントである。これを実行するために，ローカ

ルエナジー社は会社設立時に社員を，東京の

一般社団法人「ローカルグッド創成支援機構」

に送り，その人材育成プログラムを活用する

ことで人材育成を行い，自ら需給管理を行う

体制を整えた。現在は，常勤社員 5 名が年中

無休で電力需給管理業務にあたっている。

（３）自治体とシュタットベルケの関係　

　日本版シュタットベルケの中には，自治体

出資をめぐって 2 つの流れがある。1 つは，福

岡県みやま市のように自治体が過半出資を行

い，日本版シュタットベルケの主導権をとる

ケースである。もう 1 つは，米子市のように

自治体は少数出資にとどめ，民間企業に経営

の主導権を任せるケースである。どちらにも

利害得失があり，新たに日本版シュタットベ

ルケの創設を検討する場合は，どちらを採用

すべきか，各地域で十分検討して決定する必

要がある。

　「まず，米子市内を事業エリアとする PPS（新電力）
の設立対象地域であるが，米子市において PPS を設立
してエネルギー事業を行う場合，エネルギーに関する
専門的な技術・ノウハウ，関連インフラ（エネルギー・
通信），料金徴収を行う仕組み，維持管理に十分に対
応できる要因・体制など，PPS には多様な機能が求め
られる。
　現時点では，すべての機能を持つ企業は米子市に存
在しないが，ガス事業を行う『米子瓦斯株式会社』と
通信事業を行う『株式会社中海テレビ放送』との共同
出資会社であれば，王子製紙（バイオマス発電）の売
電先となるPPSになり得る可能性がある。
　なお，米子瓦斯株式会社と株式会社中海テレビ放送
の主要顧客は一般家庭であり，エネルギー事業を行う
場合においても同様の顧客とすることが事業運営上は
効率的である。」



　ローカルエナジー社の場合は，行政の出資

を 10％に留めているのが，経営判断の迅速性

を確保する上で有利だという。行政が過半だ

と，往々にしてスピード感のある決断ができ

ない。電力ビジネスは頻繁に制度変更が行わ

れており，一般電気事業者に有利な制度変更

も増えている。そのたびに，地域新電力は迅

速な経営判断を迫られる。自治体との調整に

時間を取られたり，議会の承認を得たりする

のに時間がかかってしまうと，ビジネス機会

を失うことになる。

　他方で，米子市の公共施設の電力需要を獲

得できたことや，同様に米子市の廃棄物処理

施設のごみ発電事業で当初は電力事業の大半

を賄うことができた点などは，自治体出資に

基づく自治体の全面的な協力によるところが

大きかったと，ローカルエナジー社も認めて

いる。自治体出資は，地域新電力への支援に

自治体が積極的にコミットするという意思表

明を意味し，それが実行される担保になって

いるのだ。また，自治体出資が地域新電力に

絶大な信用力を付与している点も見逃せない。

地域金融機関が，日本版シュタットベルケに

出資しているケースが多いが，その際の判断

材料として，自治体出資の存在が非常に大き

な効果を発揮している。

　米子市の場合は，あくまでも自治体は少数出

資に留め，ビジネスは民間主導で実行されるべ

きだという点で，地元民間企業と完全に方針が

合致している。むしろ当初，米子市側は完全な

民間主導（自治体出資ゼロ）での会社設立さえ，

想定していたという。米子市としては，地域新

電力ビジネスを当初こそ支えるが，最終的には

地元民間ビジネスとして完全に自立することが

望ましい，とのスタンスを取っている。

（４）エネルギー事業収益の使途はどうあるべ

　きか

　ローカルエナジー社がしっかりとした収益

基盤を確立していることはすでに述べたが，

他方で利益を出しすぎると，議会や市民から

「儲けすぎだから電気代を安くして市民還元す

べきだ」との議論が出てしまうのが，日本版

シュタットベルケの難しいところである。ロー

カルエナジー社は，防災対応を主目的とした

10kWh の蓄電池を，市と協力して公民館に設

置していくプロジェクトを進める予定である。

これは，ローカルエナジー社にとっては VPP

（Virtual Power Plant: バーチャルパワープラ

ント，一定の電力供給家と需要家を顧客にもっ

て，双方に利益になる価格を提示することで

電力供給量／需要量を調整してもらい，電力

需給調整を図ることで，仮想的な発電所の役

割を果たす）ビジネスを見越した実験的投資

であると同時に，非常時の住民の安全を守る

ことに役立つ地域貢献としての意味をもって

いる。つまり，収益の市民還元である。

　たしかに，ドイツのシュタットベルケはエ

ネルギー事業で稼ぎ，その収益で事実上，交

通事業など他の公益事業を支える役割を果た

している。日本でも，日本版シュタットベル

ケが軌道に乗って収益を安定的に稼ぐように

なれば，その収益がどのように公益的に使わ

れ，市民還元されるのかという点に注目が集

まるのは自然なことである。

　しかし 19 世紀に起源をもち，配電網を保有

し，発電事業すら営んで地域に確固たる地位を

築いているドイツのシュタットベルケと異な

り，日本の地域新電力事業は，創設後 5 年以内

のまだ草創期にあるビジネスだといえる。した

がって，収益を安定的に稼ぎ出す企業ばかりで

はない。彼らは，一般電気事業者や全国市場を

対象とした大手新電力会社とも競争していかね

ばならない。収益力ですでに優れた特性を発揮

しつつあるローカルエナジー社ですら，急成長

にともなって電力調達を地元の再エネ（FIT 電

源）から，日本卸電力取引所での電力購入に頼

る比率を高めている。だが，取引所の電力価格

は変動性が激しくなっており，今夏は 1kWh あ

たり 100 円を突破するなど価格高騰が生じた。
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ローカルエナジー社にとっても予想外のこうし

た事態は，電力の仕入れ価格を上昇させ，収益

性を圧迫する要因となる。取引所での電力購入

への依存度が高い新電力会社の中には，「逆ザ

ヤ」が生じて経営的に打撃を受けたところが出

てきているはずである。

　以上の状況から，日本版シュタットベルケ

は草創期のビジネスとして，まだまだその収

益基盤を確固たるものにしていく途上にあり，

市民はそれを当面，見守る必要があるのかも

しれない。将来収益を生み出してくれる事業

体が，収益悪化により倒産してしまっては元

も子もない。現在は，性急にエネルギー事業

の収益還元を求めるのではなく，日本版シュ

タットベルケの収益基盤を確固たるものに育

て上げる時期だといえよう。ローカルエナジー

社もまた，基本的にエネルギー事業の収益に

ついては，地域内のエネルギー事業（再エネ）

に再投資すべきだという考えをもっている。

　もっとも，ローカルエナジー社の最大出資者

である中海テレビ放送そのものが，シュタット

ベルケ的存在だと考えることもできる。この企

業はケーブルテレビのほか，インターネット

サービスなど情報通信産業を手掛けているが，

実は，米子市や境港市など，鳥取県西部の自治

体，山陰合同銀行や鳥取銀行などの地域金融機

関，そして新日本海新聞社や山陰中央新報社な

ど地元メディアが共同出資している。地域情報

番組を維持するのは不採算事業だが，地元の情

報を創出し，それを地域で共有するのは金銭に

は換算できない価値がある。防災情報発信の必

要性が増えてくると，こうした考え方がより重

要になってくるだろう。中海テレビ放送は，ケー

ブルテレビやインターネットサービスの収益事

業で財源を捻出し，情報の地産地消を維持して

いるのだという。これはまさに，シュタットベ

ルケ的発想である。

（５）地域総合インフラ企業に向けて

　もともとシュタットベルケ的な存在である

中海テレビが，主要事業でしっかり稼ぎ，そ

れで地域にとっては不可欠な，しかし必ずし

も収益性の高くない公益的事業を実施すると

いうアイディアと親和性をもっていることは

想像に難くない。ただそれだけでなく，電力

事業への進出に中海テレビ放送として将来の

新しい事業展開を見据えている点に注目して

おきたい。同社は現在，都市部は自営線，中

山間地は公設民営方式で情報通信事業を営ん

でいる。インフラを活用したサービス事業で

収益を上げ，インフラを保有する自治体に使

用料を支払う，というビジネスモデルだ。同

社は VPP 事業に可能性を見出して実験的投資

に乗り出しているが，さらに，スマートグリッ

ド事業に関心をもっているという。

　将来的には，再エネが大量に導入され，そ

の主力電源化が進むならば，電力システムの

「分散化」が進展し，地域の電力系統（配電網）

のスマートグリッド化が現実の課題となって

いく。やがて，電力系統が地域の工場，ビル，

家庭などに設置された分散型電源，蓄電池，

蓄熱設備，さらには電気自動車などを結び，

地域で電力を融通しあうことでその効率的な

利用を可能にする時代が来る。

　上記の施設群は，電力を通じて結ばれるだ

けでなく，情報通信設備によっても結ばれる

ようになる。スマートメーターその他の機器

を介して相互に情報が行き交うことで電力需

給バランスが調整され，全体として効率的な

システム運用が可能になる。つまり電力系イ

ンフラに，ガスや熱供給などのエネルギー系

インフラ，さらにはケーブルテレビ，インター

ネットなどの通信系インフラが融合していく

ことになる。配電網は，電気という物的要素

だけでなく，情報とそれを活用した制御サー

ビスという非物質的サービスを提供すること

で，新しい価値を生み出し，地域産業を創出

することになる。

　ローカルエナジー社の株主は，いずれも地

域インフラ企業なので，彼らが保有するイン



フラもいずれ，維持更新が課題となる。そう

いう意味で，地域インフラを支える企業が共

同出資して新しい事業を創出し，新たな収益

源を育てながら，既存インフラの維持更新を

図っていくという将来像は，傾聴に値する。

例えば皆生温泉地区では，皆生温泉観光株式

会社が泉源を保有し，旅館に湯を配っている

ので，温泉のインフラ企業としての役割を担っ

ている。こうした地域インフラ会社の集合体

でもあるローカルエナジー社では，将来の事

業として，地域の他のインフラの更新に合わ

せて共同溝化を図ったり，電力の配電網を自

ら敷設する「自営線」の構築も視野に入れて

いるという。まさに，「地域総合インフラ企業」

への途である。

　インフラの維持更新は，自治体にとっても

大きな課題である。上下水道，公共交通，廃

棄物処理施設などの地域インフラの維持更新

費用をどのように捻出するのか。その維持管

理のための費用も，効率化により低減してい

かねばならない。人口減少下で財源不足に悩

む自治体は，その解を探しあぐねている。上

水道で想定されているような外資系水企業へ

の事業売却が，問題の解決になるとは思えな

い。人口減少がさらに進展すれば，有収水量

が減少し，いずれ収益性を確保できなくなっ

た民間企業は撤退するだろう。彼らが去った

後に，地元には，残されたインフラを管理す

るためのノウハウもなければ，人材ももいな

い，という事態になりかねない。

　地方自治体の出資を受けている中海テレビ

放送や，同社が経営の主導権をとるローカル

エナジー社の試みがヒントを与えてくれるの

は，インフラ事業の民間売却に代わる，地域

インフラ維持更新に関する代替的な方途があ

りうるという点である。例えば，次のような

試みが可能になるのではないだろうか。具体

的には，自治体が地元の民間インフラ企業と

協力しながら，インフラ維持管理／更新のた

めの人材やノウハウ・知見の共有化を図るこ
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とはできないだろうか。また，インフラの共

同化，つまり共同溝化によってインフラの物

理的な共同化を図ったり，システムの共同化，

つまり料金徴収システムなどを一元化してソ

フト面での共同化を図ったりすることで，コ

スト低減を図ることができないだろうか。もっ

と積極的には，こうした垣根を超えた地域レ

ベルでのインフラ融合により，新しい総合地

域インフラ産業を創出できるかもしれない。

以上より，米子市における日本版シュタット

ベルケの新しい試みは，今後本格的に人口減

少に向かう日本の自治体にとって，インフラ

の維持更新を誰が，どのようにして進めるべ

きかという課題をめぐって，貴重な示唆を与

えてくれているといえよう。

４．日本版シュタットベルケの可能性と
　展望

　以上，米子市のローカルエナジー社の事例に

即してみてきたように，日本版シュタットベル

ケには，様々な可能性がある。将来的に，電力

だけでなく上下水道，廃棄物，地域公共交通な

どの社会インフラを維持管理する総合インフラ

産業としてシュタットベルケを育成できれば，

そこにさまざまな地域インフラ管理業務を一括

受託させて効率化を図るとともに，インフラ管

理に関する専門ノウハウを地域で蓄積していけ

るというメリットが生まれる。

　また日本版シュタットベルケを，地域の産

業発展と雇用拡大の拠点として育成し，活用

していくことも考えられる。ドイツのシュタッ

トベルケがほぼ 100％自治体出資の「公社」な

のに対し，日本版シュタットベルケの多くは，

自治体との関係では二手に分かれている。１

つは，自治体が過半出資を行い，公的な主導

権と責任の所在を明確にしているケースであ

る。もう 1 つは少数出資に留め，民間主導で

あることを明確にしているケースである。米

子市のローカルエナジー社は，後者のケース



である。これは，公民がもたれ合って事業が

うまく行かなかった第 3 セクター失敗の教訓

が生かされているからである。特に後者の民

間主導の場合は，地元民間企業の可能性を引

き出し，将来的に地域産業発展へのプラット

フォームになることを期待されているからで

あろう。

　今後，再エネの順調な普及によって電力シス

テムは，着実に「分散型」へ向かうだろう。地

域は，電力会社からの電力供給を待つだけの受

け身の時代は終わり，自らエネルギーを創り出

し，地域でそれらを相互融通して需給バランス

を調整したり，域外に販売して「外貨」を獲得

したりする，能動的な主体に変わっていくだろ

う。人々のエネルギーへの嗜好はますます，原

発や火力から離れ，再エネに向かっていく。

　現時点では，再エネには様々な課題がある

が，だからこそ，それらを克服していく面白

さがある。例えば地域では，配電網のスマー

トグリッド化・IoT（モノのインターネット）化，

固定価格買取期間を終えた太陽光パネルで発

電された電気の買取／融通ビジネスの創設，

蓄電・蓄熱による電力貯蔵システムの開発，

さらには，ガス／熱供給企業やケーブルテレ

ビ企業との連携など，様々な可能性が拡がっ

てくる。こうした地元民間企業とも協力しな

がら，地域の分散型エネルギーシステムの構

築を推進できる主体として，日本版シュタッ

トベルケが発展していく可能性もある。こう

した方向性は近年，地震や台風により地域全

体がブラックアウトに見舞われるなどの事態

が起きたことで，より実感をもってその必要

性が認識されるようになってきている。

　これは，これまで電力会社まかせ，ガス会

社まかせであったエネルギー政策の「地域化」

と言えるかもしれない。つまり，地域住民の

安全保障，地域産業の発展の観点から，地域

が主体となってエネルギーシステムの構築を

図っていく遠大な構想でもある。自治体にとっ

ては，税収以外の収益源を獲得する方途であ
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り，人口減少時代に備えてインフラを効率管

理する途でもあり，さらにまた，地域産業を

育成し，成長と雇用増大を図るための政策手

段でもある。日本版シュタットベルケが，そ

うした将来構想の中核に座ることができるか

どうか，筆者としては期待をもちつつ今後の

推移を見守りたい。
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１．はじめに

　脱炭素社会の実現のため，出力が不安定で

はあるが風力，太陽光などの再生可能エネル

ギー（再エネ）の大量導入が喫緊の課題となっ

ている。その不安定性に導入課題があること

は以前から指摘されていた（1）。当初は無視で

きていた不安定性が，導入が進むにつれて無

視できなくなってきた。すると，根本的な概

念の転換が必要となってきた。化石燃料と言

う，素晴らしく使い勝手の良い物が使える場

合には，例外はあるものの，経済性の向上には，

装置の高効率化が最大の課題であった。しか

し，再エネ時代には，高効率は必ずしも経済

性には結びつかない。なぜならば，再エネの

コストは設備コストの割合が大きく，その設

備コストや，効率，利用率，保守，発電抑制，

周辺既存機器など様々なことを総合的に考慮

［調査研究報告］

蓄熱発電の可能性と世界の開発計画

岡崎　徹

しないと経済性が得られないためである。そ

の代表的認識変化を表１に示す。2010 年代こ

ろの概念が，2020 年では大きく変化している

ことがわかる。

　この中で特に大きな変化は，不安定性対策

として，かつては系統強化などで対応できる，

と論じられていたのが，蓄エネルギーは必要

である，と変わってきた点である。

　それに伴い，前述の経済性には高効率だけ

が重要で無く，様々な面から見た総合的な経

済性が重要である，と理解され，その中で提

案されてきたのが蓄熱発電である。図 1にそ

の構成例を示す。不安定な再エネ電力は，一

旦熱に変換され，蓄熱で安定化される。そして，

必要時に蓄熱から熱を取りだし発電する。熱

から電力への変換には大きなロスが発生する

ため非合理的に見える。しかし，蓄熱の設備

コストが極めて安く，数時間以上の長い時間

プロジェクト試験研究部
主管研究員
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図１　蓄熱発電の構成例



帯にわたって再エネを安定化させる際に経済

的となることがわかり，世界的に開発が急速

に進められつつある。

　本稿では，この再エネに対する認識変化と，

近年世界で急速に顕在化しつつある蓄熱発電

について概説する。

2．近年の再エネに関する認識変化

　再エネ導入には様々な段階がある。電力シ

ステムの中で，導入量が少ない場合の再エネ

不安定性に対する適切な対処と，大量導入・

主力電源化した場合の対処法とは全く異なっ

ている。そのため，表 1に示したように 10 年

前は特段の新規設備の導入なしに再エネを導

入できていた。しかし，スペインのように大

量導入し，かつ，周辺国との電力融通がほと

んどない状態では，実は図２に示すように，

風力の導入は出力調整が容易なガス火力の導

入と道義となる（2）。2000 年ごろから風力の導

入が始まったが，それにやや遅れて，同じ設

備容量のガスコンバインド火力発電（CCGT：

Combined Cycle Gas Turbine）を導入してい

る。風力発電の出力が変化した際に，出力調

整が容易な電源が必要なためである。

　風力を導入するためにガス火力発電所の導入

をするならば，再エネ 100％の実現などは全く

不可能となる。ただし，風力の導入により，化

石燃料の使用量そのものは削減される。

　スペインの電力系統には別の課題もある。そ

れは，設備裕度（予備力とも）の増大である。

設備裕度は，全発電設備量（kW）をその年の

最大需要（kW）で割ったもので，これが１に

近いと落雷・故障・その他トラブルに弱い電力

系統になる。保守もできないことになるので，

１以下になることはあり得ない。図２の期間中，
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表１　この 10年の再エネへの認識変化
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図２　スペインの発電設備容量の推移（2）



在来型発電所の設備容量は増加し，風力導入前

には 1.3 くらいであった設備裕度が 2018 年に

は 1.6 にまで増加している。言い換えると，ス

ペインは全ての再エネがなくなってもなんら困

らない電力系統を維持している。当然，これは

電力コストの高騰を招き，国家財政に大いに影

響した。

　ただ，そのスペインとその他の国の熱心な

再エネ導入により，風力発電も太陽光発電

（PV）も発電コストが下がっている。特に，

PV は発電コストが大きく下がっている。図３

にコスト低下の経過を示す（3）。

　図３から見て取れるように，世界では風力も

PV も発電コストが化石燃料による平均発電コ

ストより安くなっている。これが，表1で示し

たように，再エネ導入が先進国の道義的義務か

ら途上国の選択肢に入った理由である。

　ただし，図３での風力，PV の発電コストに

は随時電力供給実現コストが含まれていない。

当たり前だが夜間に PV は発電できない。風が

吹かない夜もある。前述した通り，スペイン

で風力導入と同時にガス火力を増強したのも，

この課題を解決するためである。だが，この

スペインの方式では明らかに「減・化石燃料」

はできても「脱化石燃料」ができない。そこ

で蓄エネルギーが必要となってくる。

　 米 国 の 国 立 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 研 究 所

（NREL）がこの蓄エネルギーの現状を調査し

た結果が図４である（4）。念のため，この蓄熱は，

太陽熱「発電」での蓄熱で，暖房給湯用は含
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図３　再エネ発電コストの変化（3）

図４　世界の蓄エネルギー技術の実態（4）



まれていない。

　意外に思われる方も多いであろう。発電に

供する蓄熱の方が，電池より平均出力も遙か

に大きく，蓄積時間も長い。このグラフは対

数表示なので，通常の軸にすると，差はもっ

と明確になる。規模的には 300MW クラスのも

のまで稼働しており実用化している。しかし，

蓄熱がこのような規模で実用化していること

は，世界的にもあまり知られていない。国際

エネルギー機関（IEA）の報告書でも，圧縮空

気貯蔵やフライホイール，各種電池の年度別

シェアを比較した資料を出しているが，その

中では一切蓄熱のことは触れられていない（5）。

　その理由の１つは，報告書が書かれた当時，

蓄熱装置がほぼ 100%，太陽熱発電所に付随

して建設されているからであろう。蓄エネ装

置として認識されていないということである。

また，太陽熱発電は，雲１つない真っ青な青

空が毎日拡がる，世界でも直達光の多い地域

でしか経済的な発電所が建設できず，限られ

た人・地域しか興味を持たないから，という

ことも考えられる。さらに，系統接続レベル

の巨大な設備でありながら，関係者が少なく，

宣伝もあまりされない。また，太陽熱発電に

は多くのノウハウが含まれ，外部に発表する

ことはノウハウの流出にも繋がりかねない，

という事情もある。

　若干話題が変わるが，蓄熱に関しては１つ

１つが巨大であり，１つでも失敗事例がある

と大きく取り上げられてしまう。とある太陽

熱発電所では，施工ミスにより事故が発生し，

その後，復旧はしたものの設備利用率が大き

く落ちた例がある。しかし，この施工ミスを

教訓として，その後に建設された，さらに大

きな太陽熱発電所では同様のトラブルは報告

されていない。

　いずれにせよ，太陽熱発電は，夜間でも発

電できるという特性から，PV よりも高コスト

でありながら導入される例が出ている（6）。ま

た，PV と蓄熱発電のハイブリッド計画も進ん

でいる（7）。PV と蓄電池の組み合わせよりも

太陽熱発電の方が経済的であると認識された

ためである。その認識が正しいかどうかを次

に分析する。

3．蓄熱発電の経済性比較

　図４で示した各種蓄エネルギー技術と，図

にない揚水発電の中で，系統接続レベルでの

実績があり，立地に制限がないのはリチウム

イオン（Li-ion）蓄電池と蓄熱だけである。フ

ライホイールは短時間用途であるので比較に

ならない。期待の水素は，まだ系統接続レベ

ルでの実証試験がされておらず，経済性を論

じられるだけの資料がない。Li-ion 以外の蓄電

池は，まだ公表資料が少ない。その Li-ion 蓄

電池について，国際再生可能エネルギー機関

（IRENA）の報告書（8）で将来性や経済性が詳

細に分析されている。それによると，2016 年

時点で系統接続用 Li-ion 蓄電池設備のコスト

は 600 ドル /kWh であり，寿命は 3,000 回となっ

ている。このコストの内，半分以上はユーティ

リティーコスト，すなわち，建屋，配線，配電盤，

変電設備等である。そして様々な改良により，

2030 年にはこの半額になるだろうと予測され

ている。

　蓄熱発電の方は，太陽熱発電で実用化・商

用化されている硝酸塩２タンク型を例に取っ

た（9）。世界的には，様々な蓄熱技術の開発が

されているが，今のところ，GWh クラスの蓄

エネルギーを実証・商用化しているのは，こ

の硝酸塩２タンク型しかない。理由の１つは，

蓄熱材として利用する硝酸塩混合物（硝酸カ

リと硝酸ナトリウム）は肥料でもあり，極め

て安く入手でき，毒性もなく，「熱い」とい

う以外溶融状態での危険性もない安定な物質

だからである。さらに，利用可能最高温度が

600℃程度と，既存の蒸気タービンシステムと

も相性がよく，溶融点も 220℃で，600℃との

温度差が大きくとれるからである。
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　蓄熱発電の経済性比較では，PV 電力を夜間

に利用する場合を例に取った。この場合，夜

間電力コストは，設備費を寿命で割った設備

損料と，充電に要するコストの合算となる。

保守費，解体費，利息などは考慮しなかった。

すると，結果は図５のようになった（10）。横

軸の価格で電力を仕入れ，縦軸の価格で販売

すれば成立するというグラフで，縦軸で低い

値の方が安い電力が得られる。

　充電コストがゼロ（この場合は PV 電力を無

料で仕入れること）としても，設備費のため，

蓄熱発電より蓄電池の方が高コストである。

2030 年に蓄電池コストが半分になったとして

も，蓄電池はまだ蓄熱発電より経済性が悪い。

しかし，蓄熱発電は，充電コストが上がるほ

どに発電コスト（放電コスト）が上がり不利

になる。しかしそれでも 2030 年でも，充電コ

ストが 7 セント /kWh 以下であれば蓄熱発電

の方が有利である。

　さらに，蓄熱発電ではコジェネ（コンバイ

ンド・ヒート・アンド・パワーとも）のよう

に，電力と同時に熱も供給することが可能で

ある（図では「熱利用兼用」と表現）。すると，

コジェネ効率 60 ～ 80％が適用でき，2030 年

時点でも蓄電池より遙かに経済的となる。電

池も熱を出すが，利用可能な温度の熱は出せ

ない。ぬるいお湯をどれだけ大量に集めても，

熱湯は作れないのである。

　この状況は，テレビでも紹介され始めた。

例えば，米 CNBC は，電力系統に Li-ion 蓄電

池を利用するには，あと 10 ～ 20 倍の性能向

上が必要であり，それは難しいだろうと紹介

している。このニュース番組は，図６のよう

に YouTube でも視聴できる（11）。その番組の
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図５　PV電力の夜間利用時における蓄熱発電と蓄電池の経済性比較（10）

図６　蓄エネに Li-ion を超えた何かが必要と報じた米CNBCのニュース（11）



中で代替技術の例として紹介されたのが，フ

ロー電池，重力電池，そして蓄熱発電である。

　フロー電池はレドックスフロー電池とも言

われ，エネルギーを蓄積する部分と電気／化

学エネルギーの変換部分を別々に設計できる

のが特長である。そのため，安価なエネルギー

蓄積物質が開発されると経済的になると期待

されている。

　重力式電池は，原理的には揚水発電と同じ

で，電力を物質の位置エネルギーに変換する

技術である。具体的には，電子制御クレーン

の周囲にコンクリートブロックを用意し，そ

れをモータで巻き上げ，積み上げることで電

力を位置エネルギーに変換し，発電時は逆に

その位置エネルギーを電力に変換する。他の

エネルギーよりもパワーを出しやすく，フラ

イホイール的な利用法である。

　なお，図５の試算は蓄電池に不利な条件で

行っている。蓄エネルギー量（kWh）に対し

てパワー（kW）が大きい用途の場合には，蓄

熱発電は熱電変換コストが大きくなり，不利

である。また，蓄熱発電はその性質が石炭火

力に似ており，急速な出力変化はさせにくい。

従って，蓄熱発電と蓄電池との協調運転を検

討するなど，総合的な観点から全体システム

を設計すべきである。

4．様々な蓄熱技術

　蓄熱というと身近な技術のようであるが，そ

れを発電に使うとなると，今ひとつよく知らな

い方が多いと思われる。本章では，具体的な蓄

熱技術について説明する。

　蓄熱には，蓄熱体と熱を運ぶ熱媒体が必要で

ある。その蓄熱体と熱媒体の両方を兼用する場

合もある。図 7に，太陽熱発電で商用化して

いる硝酸塩 2 タンク型の動作を示す。

　まず，硝酸塩を熱し 290℃まで温め，低温タ

ンクに充填しておく。これをポンプで取り出

し，系統からの電力で 560℃にまで昇温して

高温タンクに移す。熱媒体の移送が完了すれ

ば満蓄熱である。放熱時（発電時）には高温

タンクから取り出し，熱交換器で高圧水蒸気

を発生させ，蒸気タービンを駆動し発電する。

抽気することで，蒸気タービンから高温蒸気

を取り出すこともできる。硝酸塩は前述のよ

うに安価なため，熱媒体と蓄熱体を兼用させ

ている。

　蓄熱方式にもよるが，電熱変換，蓄熱量，

熱電変換のステップ全てを異なる仕様で設計

できるのが蓄熱発電の１つの特長である。

　再エネ余剰電力などはバースト的（爆発的）

に発生するので，蓄熱発電の電熱変換部の容

量は大きくなり，熱電変換部の容量はそれよ

り小さくなるのが一般的である。

　このほかの蓄熱方式を図8に示す。顕熱（液体・

固体），潜熱，化学吸着，化学蓄熱の４種がある。
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図 7　蓄熱発電の蓄熱時と放熱時（発電時）



　顕熱は物質の温度差と比熱によって熱エネ

ルギーを貯めるもので，比熱と利用可能温度

差が大きく，安価なものが優れている。液体

蓄熱は，図 7に示したように，硝酸塩を使っ

て実用化されているが，熱媒／蓄熱体を炭酸

塩や塩化物にして，より高い温度帯，より高

いエネルギー密度などを目的とする開発も進

められている。固体蓄熱は，製鉄の高炉で熱

風炉としての利用実績がある。しかし，発電

目的ではパイロットプラントしかない。1,000℃

以上の極めて高い温度まで利用できるのが

固体蓄熱の特長で，パイロットプラントでは

600℃超程度の温度設定になっている。蓄熱体

としては砂，砕石，レンガ等セラミックが採

用され，熱媒体には空気が使われることが多

いが，硝酸塩を用いる場合もある。

　潜熱蓄熱は，物質の相変化を利用するもの

で，顕熱蓄熱よりさらに高いエネルギー密度

が実現できる。物質としては，塩類，合金な

どが用いられ，用途に応じて選択される。一

般に，相変化の前後で大きく変わる性状・形

状に対して，効率の良い入熱／抜熱構造を設

計するのが課題である。

　最も高い蓄エネルギー密度が期待される化

学吸着，化学蓄熱に関しては様々な提案がな

されている。カルシウム系やマグネシウム系

などの安価な材料を用いることが多い。化学

吸着，化学蓄熱では，非常に長い期間のエネ

ルギー蓄積が可能である。化学反応に伴う，

粒子の凝集などの対策が課題となっている。

５．世界の蓄熱発電開発プロジェクト

（１）民間主体の開発計画

　使用条件・目的によっては蓄電池よりも蓄熱

発電の方が経済性に優れるため，以前は蓄電池

一辺倒だった蓄エネルギー技術開発で，蓄熱発

電の開発がにわかに活発になってきている。現

在 30 近い民間の開発計画があり，大学等研究

機関での開発も含めると非常に多い。表 2に，

代表的な開発例を示す。大手では電力会社主導

のニーズオリエンテッド的なものと，シーメン

スガメサ社，MAN 社やベンチャー企業のよう

にシーズオリエンテッドな計画とがある。

　ドイツの大手電力会社 RWE Power 社は，

石炭火力の再エネ化を計画している。ドイツ

は，脱石炭と脱原発を同時に目指すという意

欲的な計画を進めている。それが実現すると，

既存石炭火力設備が全く無駄になってしまう。

そこで，石炭火力に蓄熱設備を導入し，再エ

ネ電力を貯めて必要時に蒸気タービン発電シ

ステムに熱を投入すれば，石炭ボイラ関連以

外の設備が生かせる。全てを再エネで賄わな

くとも，半分を再エネ由来の熱にすれば，電

力当たり二酸化炭素排出量はガス火力並みと

なり石炭火力廃止の意義がなくなり，ボイラ

設備や石炭産業従事者の雇用もある程度守れ

る。RWE Power 社は，比較的近い将来の変換

を目指しているため，商用化している硝酸塩

２タンク型の蓄熱設備を採用する予定である。

　シーメンスガメサ社は，砕石を蓄熱体に，
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図８　各種蓄熱方式とその現状



空気を熱媒体としたシステムを開発中で，図

９に示すように，ハンブルクに 130MWh のパ

イロットプラントを建設して検証を行ってい

る。蓄熱媒体として砕石を採用しているため

廃棄物がなく，材料コストも極めて安い。“New 

Stone Age”などと面白いキャッチコピーを出

している。興味深いのは，兄弟会社のシーメ

ンスエナジー社が，砕石 / 空気システムのシー

メンスガメサ社でなく，コンクリートを用い

る EnergyNEST 社と協業している点である。
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社名 国 規模
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表２　世界の蓄熱発電・民間開発計画

図 9　シーメンスガメサ社の蓄熱発電パイロットプラント



（２）新発想の蓄熱発電の提案

　表２の中で，熱電変換に Brayton サイクル

を使う設備では，電熱変換にも熱機関を採用

して総合効率を高める工夫をしている。熱電

変換効率が低くても，その熱を作る工程の電

熱変換で，高いエネルギー消費効率（COP：

Coefficient of Performance）を採用すると，そ

の分だけ熱電変換効率が上がるという理屈で

ある。COP はヒートポンプの効率で，どれだ

けの動力投入で熱が作れるかという指標であ

る。簡単には，COP が３のヒートポンプで熱

を作り，通常なら効率 20% の熱機関を駆動す

れば 60% の効率になる，ということである。

　例えば，MAN 社は蓄熱材には水と氷，作動

媒体に二酸化炭素を採用し，電熱変換に抵抗

ヒータではなく自社の超高圧ポンプを採用し

たシステムを開発中である。蓄熱温度がわず

か 120℃と低い温度ながら，超臨界二酸化炭素

サイクルでのヒートポンプと熱機関を採用す

ることで，単体で 50% 超の効率，熱併給する

ことで総合 70% の効率が得られるとしている。

構成的に，冷熱も温熱も供給できる。

　Google 初のベンチャー，MALTA 社もヒー

トポンプと熱機関を組み合わせた，同じよう

な新しい蓄熱方式で 60% 以上の効率を出せる，

としている。その他，ヒートポンプと熱機関

の組み合わせで高効率実現を目指すプロジェ

クトが複数，見受けられる。熱機関は歴史が

長く，枯れた技術分野と思われてきたが，こ

のような新発想で，熱機関が蓄熱発電として

革新的に効率を上げる可能性が出てきている。

６．電熱変換に回転発熱機

（１）電熱変換の低コスト化が必要な理由

　再エネを安定利用する際，まず考えられる

のが余剰電力の有効利用である。前に述べた

ように，再エネ発電の余剰電力はバースト的

に発生する。図 10に，平成 30 年度「熱を活

用した次世代型蓄エネルギー技術実用化推進

事業」で試算された将来の余剰電力発生状況

を示す（12）。図 10上で分かるように，年間を

通じて余剰電力発生量の多い時期と少ない時

期がある。この発生量を大きなものから順に

並べ替えたものが，図 10 下に示すデュレー

ションカーブである。

　余剰の最大発生量は，年間 8,760 時間に対し

て数時間もない。9000MW という最大発生量

に対して電熱変換設備を準備すると，その設

備利用率は極めて低くなる。従って，再エネ
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図 10　余剰電力発生の様子（上：将来の発生予測（半年分）　下：デュレーションカーブ）



の余剰電力をすべて無駄なく取り込むという

のは経済的ではない。ある程度は捨てる（抑

制する）のが全体最適解となる。あるいは，

電熱変換設備を極めて安いものにすれば，か

なりの余剰分を取り込む設備でも高コストに

ならない。これが電熱変換の低コスト化が必

要な理由である。

（２）高コストな電熱変換

電熱変換の低コスト化に関して，前項では

電熱変換にヒートポンプを利用する例を示し

たが，その電熱変換に回転発熱機の開発・採

用が有望と考えている。現状の抵抗ヒータ（い

わゆるニクロム線）による電熱変換が高コス

トだからである。

ニクロム線ヒータが高コスト，と言われると

違和感を持たれるであろう。発熱部だけを見

れば，単なるニクロム線は安価である。現に，

家庭用ホットプレートなどは１kW の製品が数

千円しかしない。しかし，ＭＷ以上で 24 時間

365 日運転の電力設備となると話が変わってく

る。まず，電圧を高圧から低圧に下げる設備が

別途必要になる。産業用ヒータは，図 11に示

すように構造的に高電圧化が難しく，400V 駆

動が一般的である。そのため，高圧系から低圧

に落とすための変圧器などの設備が必要とな

る。家庭用ホットプレートと違って 100V が得

られる環境は産業用ではないので，産業用の受

電・変電設備が別途必要となる。家庭でも，電

気自動車の高速充電器を入れようとすると，結

構な工事費がかかるのと同じである。

　さらに，この大電力の制御が必要である。

単純な機械スイッチでは，あっという間に放

電で摩耗してしまう上に，多大なノイズ・フ

リッカ（電圧の変動）を上流側に戻し，周辺

の他電気機器に深刻な影響を及ぼす。これは

単純な半導体制御も同じで，台数制御やその

ほかの高度な制御によって，この悪影響を防

止している。家庭用ホットプレートが及ぼす

影響とは比べ物にならない。図 12に 500kW

の産業用ヒータの例を示す。このクラスで実

勢価格は 5 万円 /kW，家庭用ホットプレート

の 10 倍程度のコストになっている。また，こ

の構成から推定されるように，大容量化によ

る低コスト化は難しい。
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図 11　産業用ヒータの構造

図 12　500kWヒータの例

図 13　回転発熱機の原理

（３）設備コストの安い回転発熱機

回転発熱機は，大容量の電熱変換を安価に

実現する。原理を図 13に示す。原理は家庭

用の IH コンロと同じである。モータにより静

磁場（図では永久磁石をイメージしているが，

電磁石を利用）を金属板の近傍で回転させる。

この図では平板の下で静磁場を回転させてい

るが，実際にはパイプの中で回転させる。モー



タの方は一定の回転数とするが，電磁石の励

磁電流を調整することで発熱量を制御する。

励磁電流をゼロにすると，空回りするだけで

発熱はしない。

　この構造では一見，ニクロム線よりも高価

になりそうに見える。しかし，大容量になる

ほどにモータの kW 当たり単価は安くなる。

例えば，最新の数百 MW 級ガス火力の建設費

は，すべて込みで kW 当たり 7 万円を切る。

この中で，同期発電機（モータ）のコストは

一部であるため，kW 当たり単価は１万円を切

ると推定される。誘導モータであれば，もっ

と小容量でも kW 単価はこれ以下である。回

転発熱機では，図 13で示したもっと構造の簡

単な発熱部を付けるだけなので，回転発熱機

は駆動部（モータ）込みで kW 単価が１万円

を切ると期待される。また，発電機（モータ）

がそうであるように，電力系統に，ブレーカ

などが必要だとしても，半導体制御装置など

高価な制御装置なしに直結できる。唯一，電

磁石の励磁電源は半導体制御となるが，全体

の容量に対して遥かに小さい容量である。

（４）同期慣性力，短絡電流供給能力

回転発熱機には別のメリットもある。モー

タに同期発電機を採用した場合，電力系統の

安定化に寄与する同期慣性力を持つことであ

る。電力系統は，同期慣性力と言われる特性

がないと，需要と供給のバランスがとれてい

ても停電を起こすことがある。この同期慣性

力は，従来のインバータにはない。このため，

インバータのみで構成された電力系統は極め

て不安定である。再エネは基本的にインバー

タを利用するため，再エネの導入量が増える

ほど電力系統が不安定になる。

　そこで，インバータで同期慣性力を仮想的

に出せるように開発が続けられており，マイ

クログリッド（一定の地域で全電力負荷を分

散型電源から供給する小規模電力系統）での

採用例もある。デジタル技術の信頼性がどこ

まで上げられるかによって，基幹系統への導

入が実現されるであろう。

　次に，モータとして同期機または誘導機を

採用した場合，回転発熱機では，電力系統に

事故が発生した時の短絡電流供給能力が得ら

れる。これも，電力系統を知らない方は「あ

れ？」と思うことであろう。電力系統の事故は，

落雷など日常的に発生している。その際，事

故点を見つけ出し，素早く遮断し，その事故

が継続・拡大しないようにすることは，大停

電を起こさないために重要である。

　この際には，流れた事故電流の大きさと位相を

検知することで事故点を見つけている。他の様々

な事故点検知方法もあるが，少なくともインバー

タ電源ではこの事故電流供給ができない。回転発

熱機では，同期機あるいは誘導機が回転しており，

物理的なエネルギーを持つため，その事故電流を

供給できる。電力系統の多重防御を維持するため

にも，この事故電流供給能力は必須である。この

事故電流は，過大にならないように電力系統が設

計されている。大きすぎると変圧器等を破損して

問題となるが，全くないと，事故時の原因除去が

遅れ大停電に繋がる恐れがある。大きすぎても小

さくても問題が生じるのである。

　蓄熱発電で熱電変換に蒸気タービンを採用して

いる場合は，自動的に同期慣性力と短絡電流供給

能力を持つ。インバータ電源にはどちらもない。

ただ，蓄熱発電の発電容量は，入力部の容量より

小さい。電力系統に必要十分な同期化力および短

絡電流供給能力をもたせるためには，この回転発

熱機の採用が有効である。

７．おわりに

　再エネの大量導入には様々な課題がある。

特に，不安定性の対策は喫緊の課題となりつ

つある。その対策として，蓄熱発電が注目さ

れつつある。熱機関を採用するため，効率は

蓄電池等と比べて低い。しかし，蓄熱設備コ

ストが極めて安く，そのため最も経済的に数
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時間以上の不安定性解消ができる。既に世界

では，電力会社やメーカを中心に 30 近い民間

の開発計画が進行中で，その中には熱機関の

効率を飛躍的に高める開発もある。

　その世界の開発で，見落とされているのが

電熱変換部の低コスト化である。ここで回転

発熱機の適用が有望である。単純な抵抗ヒー

タよりさらに安価になる上に，電力系統の安

定運用および保護に必要な同期慣性力や短絡

電流供給能力も持つ。日本も蓄熱発電および

回転発熱機の開発を早急に開始すべきである。
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研究所のうごき
（令和２年７月１日〜９月 30 日）

◇ 第 14 回評議員会

日  時：７月 31 日（金）16:00 ～ 17:00

場  所：航空会館（２階） 201 会議室

議  題：

	 第一号議案     令和元年度事業報告（報告事項）

                       および決算について

	 第二号議案    公益目的支出計画実施報告書

                       （報告事項）について

 　第三号議案   役員の一部改選および補欠選任

                      について

　第四号議案　役員退職金の支給について

　第五号議案　評議員の一部改選について

　第六号議案　常勤役員候補者選考委員会委員の

                     一部改選について

　報告事項　　受託事業に係る労務費の不適切計

                    上事案について

◇ 第 24 回理事会（電磁的記録による決議）

決議があったものとみなされた日：８月 18 日（火）

議  題：

　第一号議案  代表理事の選定について

　第二号議案　役員報酬額について

◇賛助会員説明会

日  時：９月 29 日（火）14:00 ～ 15:30

開催方式：オンライン会議

次　第：

　１. 新理事長挨拶

　２. 労務費不適切計上事案について

　３ 再発防止に向けた取組み状況

　４. 令和元年度の事業及び決算報告

　５. 賛助会員サービス向上への取組み

　６. 質疑応答

◇ 月例研究会

第 400 回月例研究会（Web 会議）

配信日時：７月 10 日（金） 14:00 ～ 16:00

テーマ：

　１． 日本版シュタットベルケの可能性

	    （京都大学大学院　経済学研究科 / 地球環境学堂　

       教授　諸富　徹 氏）

　２．地域エネルギー利活用の課題と展望

		  （（一財）エネルギー総合工学研究所　プロ

       ジェクト試験研究部 主管研究員　森山　亮）

第 401 回月例研究会（Web 会議）

配信日時：８月 21 日（金） 14:00 ～ 16:00

テーマ：

　１． 蓄熱発電の可能性と世界の開発計画

		  （（一財）エネルギー総合工学研究所　プロ

      ジェクト試験研究部 主管研究員　岡崎　徹）

　２． カルノーバッテリー技術における国際連携

      と北海道大学における高温蓄熱研究の紹介

	   （北海道大学 大学院 工学研究院 准教授　能村　

      貴宏 氏）

第 402 回月例研究会（Web 会議）

配信日時：９月 11 日（金） 14:00 ～ 16:00

テーマ：

　１． WNN から見た最近の原子力動向

		  （（一財）エネルギー総合工学研究所　原子

      力技術センター　部長　都筑　和泰）

　２． 最近の米国の原子力に対する取組み

		  （（一財）エネルギー総合工学研究所　原子

      力技術センター　参事　藤井　貞夫）

　３．COVID-19 の原子力への影響と今後の原子

      力の役割

		  （（一財）エネルギー総合工学研究所　原子

      力技術センター　研究員　高野　大志）

 ４．An Overview of the Nuclear Energy Agency : 

      NEA Activities during the Pandemic 〜ポス

      トコロナを見据えた NEA の取組み〜

      （Senior Nuclear Safety Specialist，Division of 

       Nuclear Safety Technology and Regulation ，  

      OECD Nuclear Energy Agency （NEA）　熊谷　

      裕司 氏）

◇ 外部発表

［学会発表］
発表者：井上 智弘，加藤 悦史，黒沢 厚志
テーマ：COVID-19 対策に伴う社会活動の変化と
　　　　電力需要への影響評価
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発表先：第 39 回エネルギー・資源学会研究発表会

日　時：７月 28 ～ 29 日

発表者：井上 智弘，加藤 悦史，黒沢 厚志
テーマ：2020 年電力需要分析手法の再検討〜 CO
　　　 VID-19 の社会活動影響を考慮するための
　　　 分析課題 〜
発表先：令和２年 電力・エネルギー部門大会（ 電
　　　　気学会）
日　時：９月９～ 11 日

発表者：岡崎 徹
テーマ：世界の蓄熱発電の現状
発表先：電気学会 B 部門大会
日　時：９月９～ 11 日

発表者：岡崎 徹
テーマ：世界の蓄熱発電の現状
発表先：日本冷凍空調学会年次大会
日　時：９月９～ 11 日

発表者：黒沢 厚志
テーマ：タクソノミーの形成と持続可能な開発指標
発表先： 環境経済・政策学会　2020 年大会
日　時：９月 26 ～ 27 日
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　今回，初めて編集後記を執筆する。昭
和 53 年以来，途切れることなく発行を継
続している歴史ある機関誌であり，身の
引き締まる思いである。これまでの継続
に関する諸先輩方の努力に感謝するとと
もに，更に有効的な情報発信についても
考えていく所存である。
　今，私たちが享受している豊かな生活
は産業革命以降の技術発展によるところ
が大きい。代表的なものは蒸気機関等に
よる化石燃料の利用である。これにより
先進国を中心に生活の質が大きく向上し，
それを新興国にも展開しようとする段階
で気候変動問題が顕在化した。
　気候変動に関しては再生可能エネル
ギー利用が１つの解ではあるが，国・地
域により本当に主力電源にまでなり得る
かは未知数である。その観点でシュタッ
トベルケや蓄熱技術が見直されていると
考える。
　以前は自国のエネルギー確保のみを議
論すれば良かった。ところが，近年は経
済のグローバル化，世界的な気候変動に
対する枠組みもでき，加えて，世界経済
や各国の地政学的リスクも踏まえた検討
が必要である。さらに，米国がシェール
革命以降，エネルギー供給国的な立場に
なるなど，考慮すべき事項，変数が多く
なり，将来の不確定さが増大した。

　このような状況では，日本や世界のエ
ネルギー動向がこうなるとは断定はでき
ず，色々なシナリオを想定することが必
要である。個人的には不確定性が一番大
きいのは地政学的リスクや政治であり，
次が世界経済の動向，特に経済の中でも
エネルギー（資源）関係と考える。この
分野は世界的な動向を幅広く把握するこ
とが重要であろう。
　技術に関しては過去及び現在の技術に
ついては比較的確かな情報が存在する。
技術の将来予測は難しい面もあるが，政
治や地政学的リスクと比べれば過去の技
術進展も参考にでき，不確定性は相対的
に小さい。但し，技術については誰しも
自分 / 自社の技術分野の将来を楽観的に
評価する傾向がある。モチベーション維
持等の観点からある意味当然であるが，
客観性という点が第三者的な機関の評価
がよく参照される理由の１つと思う。
　以上，本号の内容と関連付けて記載し
た。まずは，不確定性の小さい技術情報
を幅広く集め，その上で，政治・経済的
の世界的動向を考慮して将来を推定して
いくことが重要だと思う。
　初めての編集後記執筆でもあり，少し
長くなったが，皆様の今後の事業活動に
少しでもご参考となれば幸いである。

編集責任者　茶木雅夫

編集後記
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